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「CLAIR REPORT」の発刊について 

 

 

当協会では、調査事業の一環として、海外各地域の地方行財政事情、開発事例等、様々

な領域にわたる海外の情報を分野別にまとめた調査誌「CLAIR REPORT」シリーズを

刊行しております。 

このシリーズは、地方自治行政の参考に資するため、関係の方々に地方行財政に関わる

様々な海外の情報を紹介することを目的としております。 

 内容につきましては、今後とも一層の改善を重ねてまいりたいと存じますので、ご意見

等を賜れば幸いに存じます。 
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〒102-0083 東京都千代田区麹町１-７ 相互半蔵門ビル 

（一財）自治体国際化協会 総務部 企画調査課 

TEL: 03-5213-1722 

E-Mail:kikaku@clair.or.jp   

「私的使用のための複製」や「引用」など著作権法上認められた 

場合を除く、本誌からの無断複製・転載等は御遠慮ください。 
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はじめに 

 我が国の地方自治体は、子育て支援や老人福祉、学校教育、ごみ収集や道路整備、災害

時の対応に至るまで、実に多様な住民の生活の基盤となるサービスを担っている。その地

方自治体において、今、人手不足が叫ばれている。 

 公務員の受験者が減少し、また応募者の中に能力のある人材がなかなか見つからないと

いう声が聞かれ、離職が増えていると言われている。当事務所の職員の多くは地方自治体

から派遣されてきているが、それぞれが異口同音に人手不足についての課題意識を持って

おり、本レポートを執筆した職員も自らの地方自治体での採用に苦労しているという実感

が、執筆の契機となっている。 

 一方で、当事務所の職員は、ニューヨークに住み、働き、人々と交流する中で、米国に

おいても人手不足が課題となっていることをある種の驚きとともに実感している。人口減

少のさなかにある日本と、対照的とも思える米国においても、様々な要因のために人手不

足が生じており、米国の地方自治体もまた人材確保に懸命に取り組んでいるのである。 

 本レポートは、こうした米国の地方自治体の人材確保の実情に焦点を当て、自治体への

訪問や職員へのインタビューを交えて、現在の自治体の取組を紹介している。もちろん、

その中で言われていることは、働き方改革など、日本でも既に言われていることも多い。

しかし、よく言われていても、十分に実現できていない内容であることも事実である。だ

からこそ、改めて米国の自治体においてどのように取り組んでいるのかを知り、我が国に

おける取組を内実あるものにしていくことに本レポートが寄与することを期待したい。 

 

一般財団法人自治体国際化協会 ニューヨーク事務所長  
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概要 

 近年、日本の地方自治体の人手不足が表面化するケースがみられ、新型コロナウイルス

感染症への対応や地震や水害といった緊急時のみならず、普段の行政現場でも職員の不足

が指摘されている。特に小規模な自治体ほど人材確保が難しくなっており、採用に苦労し

ている状況にある。一方で、米国においても、日本と異なり人口が増加しているものの、

従前より進行していた多くの高齢者の退職がコロナ禍で加速したことやコロナ禍での移民

制限など様々な要因により、労働力需要に対して労働力供給が追いついておらず、労働力

確保に苦しんでいる地方自治体が多い。本レポートでは、日本の地方自治体の人手不足と

いう問題意識に立脚し、米国の地方自治体における人手不足の実情と、「人材確保」と

「公務員の働き方」を中心とした米国での自治体の取組についてまとめるものである。 

 第１章においては、日本の地方公務員の現状や総務省が策定する「人材育成・確保基本

方針策定指針」などを通じて、日本の地方自治体における人手不足について概観する。 

 第２章においては、シンクタンクの調査結果などを通じて、米国の地方自治体における

人手不足について概観する。 

 第３章においては、ニューヨーク州ニューヨーク市、ワシントン州イサクア市、カリフ

ォルニア州ムーアパーク市の事例及び職員へのアンケート等を通じて、米国の地方自治体

における人材確保策について具体的内容を紹介する。 
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第１章 日本の地方公務員の課題について 

第１節 日本の地方公務員の現状 

 近年、日本の地方自治体の人手不足が表面化するケースがみられ、新型コロナウイルス

の対応や地震や水害といった緊急時のみならず、普段の行政現場でも職員の不足が指摘さ

れている。日本の地方自治体の人手不足について、2010 年代には、自然災害が各地で相

次いだことに加え、高齢化などに伴う給付対象者の増加や子供・子育て対策の充実などに

より、社会保障分野を中心に地方自治体の担う業務量が次第に多くなってきている可能性

があるとの分析）もある1。 

 

（図１－１） 地方自治体の人手不足の事例2 

 

1 日本総合研究所「JRI レビュー Vol.４,No.88『地方公務員は足りているか-地方自治体

の人手不足の現状把握と課題』」（2021 年４月 15 日発行）

[https://www.jri.co.jp/page.jsp?id=38636]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 

2日本総合研究所「JRI リサーチレポート『地方公務員は足りているか ―地方自治体の人

手不足の現状把握と課題―』No.2020-038」、p２（2021 年 3 月 16 日発行）

[https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/researchreport/pdf/12484.pdf]（最

終検索日：2025 年１月 31 日） 
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 また、上述の「求められる業務に対して必要な職員＝定数の不足」とは別に、「求めら

れる職員＝定数に対する確保できる職員＝実員の不足」についても指摘がなされている。

（図１－２）にみられるとおり、地方公務員の採用試験の倍率は低下傾向にあり、中途採

用などを募集しても必要とされる人数が確保できないようなケースも聞かれる。筆者も地

方自治体から派遣されているが、小規模な地方自治体になればなるほど、採用にとても苦

労しているというのが現場の実感である。 

 

 

（図１－２） 地方公務員の受験状況3 

 

 すなわち、地方公務員における「人手不足」というとき、大きくは「業務に対する定員

の不足」と「定員に対する実員の不足」の２つの事象が見られるところである。  
 

3総務省、ポスト・コロナ期の地方公務員のあり方に関する研究会「人材育成・確保基本

方針策定指針に係る報告書」、p76（2023 年 9 月発行） 
[https://www.soumu.go.jp/main_content/000906235.pdf]（最終検索日：2025 年１月

31 日） 
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第２節 地方公務員の人材確保・育成に関する問題意識 

 総務省は令和５年 12 月に、地方公共団体の人材育成に関して各地方公共団体が留意す

べき基本的な考え方や検討事項について定めた「人材育成基本方針策定指針（平成９年策

定）」の全面的な改正を行い、「人材育成・確保基本方針策定指針4」を定めた。その中で

は、「少子高齢化の進展・生産年齢人口の減少をはじめ、個人のライフプラン・価値観の

多様化、大規模災害・感染症などの新たなリスクの顕在化、デジタル社会の進展等により

地方公共団体を取り巻く状況が大きく変化している」という環境変化のもと「若年労働力

の絶対量が不足し、経営資源が大きく制約されること等が想定される中、複雑・多様化す

る行政課題に対応する上で、各地方公共団体における人材育成・確保の重要性」について認

識が示されている。すなわち、業務が多様化する中での「業務に対する定員の不足」に対し

てそのボトルネックとしての「定員に対する実員の不足」に対しての問題意識が提示され

ていると言える。  

 

4総務省「人材育成・確保基本方針策定指針」（2023 年 12 月 22 日発行）

[https://www.soumu.go.jp/main_content/000918405.pdf]（最終検索日：2025 年１月

31 日） 
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（図１－３） 人材育成・確保基本方針策定指針概要5 

 

 具体的な指針を見ていくと、まずこの指針の基本的な考え方として、次の４点があげら

れている。 

①求められる職員像・職務分野等に応じ必要なスキルを明確化：各団体が必要な知識・

スキルを特定し、それを反映させた人材育成計画を策定すること。 

②特に必要となる人材について、可能な限り定量的な目標を設定、定期的に検証、取組

改善：地域の問題解決に資する計画と整合性を図ること。 

③首長等が積極的に関与、人事担当部局と関係部局が連携：首長を中心とした体制で計

画を推進すること。 

 

5 総務省「人材育成・確保基本方針策定指針概要」（2023 年 12 月発行）

[https://www.soumu.go.jp/main_content/000918404.pdf]（最終検索日：2025 年１月

31 日） 
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④単独では育成・確保が困難な市区町村への都道府県の支援、市区町村間の連携の強

化：各団体が連携、支援しあうことで人材不足な団体を減らしていくこと。 

 これにより、人材を適材適所に配置でき、即戦力なってもらえるメリットがあるほか、

採用された人材の実際の業務内容とのギャップを埋めることで離職率を下げることにもつ

ながると考えられる。 

 次に具体的な人材育成・確保に関する検討事項として、以下が例として示されている。 

＜人材育成＞ 

①リスキリング（新しいスキルの習得）やスキルアップの促進 

②外部研修やオンライン研修の活用 

③職員の主体的なキャリア形成の支援 

＜人材確保＞ 

①公務の魅力発信（SNS の活用やインターンシップなど）を行うこと。 

②年齢上限の引き上げや柔軟な試験方式を取り入れること。 

③外部人材の活用（専門家の任期付採用など）。 

 このことから、情報発信の方法を従来から拡大し、より幅広い年齢層に公務の魅力を

PR する必要があることがわかる。若い世代（新卒者）に向けた PR を行いつつも採用年

齢の引き上げや外部人材の活用も並行して取り組む背景には少子高齢化が進み、新卒者が

徐々に減少しているといった課題点も考慮されており、今後は必要な人材を確保するため

には新卒者に限らず、多様な経験を持った経験者を積極的に採用することが必要になって

いる。 

そして、喫緊の課題であるデジタル化社会に対応する人材を確保するためには、人材育

成を行うと同時に即戦力となる人材の確保が不可欠となり、そのためにも必要な人材像を

より明確化することが重要であるが、専門スキルを要する人材の育成や確保は市区町村レ

ベルで単独で取り組むことは困難となる場合が多く、都道府県が支援を行ったり、自治体

間で連携を行ったりすることが必要であると述べられている6。 

 

6 総務省「人材育成・確保基本方針策定指針」、p４（2023 年 12 月 22 日発行）

[https://www.soumu.go.jp/main_content/000918405.pdf]（最終検索日：2025 年１月

31 日） 
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また、指針には全ての職員が能力を最大限発揮できるような職場環境の整備についても

言及されている。具体的にはワークライフバランスの促進（テレワークやフレックス制の

導入）、ハラスメント防止や健康管理の強化が挙げられている7。 

 特にテレワークについては、労働力人口が減少していく中「働き方改革」を進めていく

ことが行政を支える優秀な人材の確保につながるという指摘がある8。具体的には、テレ

ワークを推進する大きな理由として３点あげられており、①多様な働き方を実現できる

「働き方改革の切り札」であること、②業務の効率化を図り、行政サービスを向上するこ

と、③災害時における行政機能の維持に有効な手段であることが述べられている9。行政

を支える人材を確保するためにも、多様な人材が活躍できる組織や職場環境を整えること

は不可欠となっており、テレワークは時間や空間の制約にとらわれることなく働くことが

できるため、子育て、介護と仕事の両立ができる手段として、「働き方改革」における重

要な取組の一つとなっている。   

 

7 総務省「人材育成・確保基本方針策定指針」、p12（2023 年 12 月 22 日発行）

[https://www.soumu.go.jp/main_content/000918405.pdf]（最終検索日：2025 年１月

31 日） 
8 総務省自治行政局公務員部「地方公共団体におけるテレワーク推進のための手引き」

（2021 年 4 月発行）[https://www.soumu.go.jp/main_content/000746987.pdf]（最終

検索日：2025 年１月 31 日） 
9 総務省自治行政局公務員部「地方公共団体におけるテレワーク推進のための手引き」、p
５（2021 年 4 月発行）[https://www.soumu.go.jp/main_content/000746987.pdf]（最

終検索日：2025 年１月 31 日） 
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（図１－４）テレワーク導入の進め方10 

 

 

 

10 総務省自治行政局公務員部「地方公共団体におけるテレワーク推進のための手引き」、

p５（2021 年４月発行）[https://www.soumu.go.jp/main_content/000746987.pdf]
（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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 また、テレワークの導入・推進のために、資料の電子化や決裁の電子化など、ペーパー

レス化を推進することも行政サービスの向上にも効果が見込まれると述べられている11。

令和２年 12 月に策定された「自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進

計画12」の中でも、「行政サービスにデジタル技術やデータを活用して、住民の利便性を

向上させるとともに、デジタル技術や AI 等の活用により業務効率化を図り、人的資源を

行政サービスの更なる向上に繋げていく」としており、業務の効率化や生産性の向上を実

現し、限られた行政資源をより住民サービスの向上に充てることができると考えられてい

る。そして、新型コロナウイルスのような感染症への対策に加え、災害時における行政機

能の維持のためには有効な手段であると述べられている13。特にコロナ禍において感染症

予防のため接触を避けながら業務を継続することや、災害時の非常時優先業務を円滑に遂

行するためには、職員の自宅やサテライトオフィスで業務ができる環境を整えておくこと

は、地域を守る持続的な行政運営、ひいては社会全体の安定のために必要な取組であると

分析されている14。 

 

第３節 日米の問題意識のつながり 

 現在、米国でも公務員の人材不足が大きく課題となっている。米国においては日本とは

異なり、人口が増加しているものの、従前より進行していた多くの高齢者の退職がコロナ

禍で加速したことやコロナ禍での移民制限など様々な要因により、労働力需要に対して労

働力供給が追いついておらず、労働力確保に苦しんでいる地方自治体が多い。すなわち、

日本とは若干異なる背景を有しながらも、日本の自治体と同じく、「定数に対する実員不

足」に対して試行錯誤しつつ取り組んでいるのである。そこで、本レポートでは、日本と

 

11 総務省自治行政局公務員部「地方公共団体におけるテレワーク推進のための手引き」、

p２（2021 年４月発行）[https://www.soumu.go.jp/main_content/000746987.pdf]
（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
12 総務省「自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画」（令和 2 年 12
月 25 日発行） [https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-
news/01gyosei07_02000106.html]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
13 総務省自治行政局公務員部「地方公共団体におけるテレワーク推進のための手引き」、

p１（2021 年４月発行）[https://www.soumu.go.jp/main_content/000746987.pdf]
（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
14 総務省自治行政局公務員部「地方公共団体におけるテレワーク推進のための手引き」、

p１（2021 年４月発行）[https://www.soumu.go.jp/main_content/000746987.pdf]
（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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米国の公務員の両方が課題としている「定数に対する実員不足」に焦点を置き、取り上げ

たいと考える。次章以降では、特に「人材確保」と「公務員の働き方」を中心に、米国で

の自治体の取組などを紹介しながら考察していきたい。 
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第２章 米国の働き方と現状 

第１節 米国全体の働き方について 

１ ステップアップのための転職 

  まず、初めに、米国における一般的な働き方について説明する。筆者が米国で生活す

るなかで感じたことでもあるが、仕事に対しての考え方が日本とは大きく違う。 

  米国では短い期間で転職することに対して抵抗が少ない。日本の場合、同じ企業や自

治体に就職し少しずつ経験と知識を身に着けていき成長していくという働き方が一般で

あるが、米国ではそういった働き方は少数派である。採用側もなぜ前職を辞めたのかを

問うのではなく、前職でどのような経験をし、採用された場合には会社にどのように貢

献できるのかを問いかけることが多い。 

  アメリカ労働統計局（Bureau of Labor Statistics, BLS）のデータによると、転職

率は全労働者の約 20～25%となっており、５人に１人が１年間で転職するという結果

が出ている。「1957-1964 年生まれの人々を対象にした職業数、転職経験、結婚状況調

査15」によると、全体の平均転職数は 12.7 回となっており、いかに転職に対して抵抗

が少ないかが見て取れる。年齢ごとの転職回数を順番に見てみると、18～24 歳までの

間の平均転職数は 5.6 回、25～34 歳の間に 4.5 回、35～44 歳の間に 2.9 回、45～56
歳の間に 2.3 回となっている。年齢が上がるほどに転職回数は減少している傾向にはな

るものの、年代に関係なく転職は行われ、それが一般的となっている。さらに、最終学

歴別の転職回数を見てみると、18～24 歳の Bachelor's degree and higher（大卒以

上）の転職回数が一番高く 6.2 回となっており、最終学歴が高く、年齢が若いほど転職

回数が多くなっていることがわかる。  

 

15 BLS「NUMBER OF JOBS, LABOR MARKET EXPERIENCE, MARITAL 
STATUS, AND HEALTH FOR THOSE BORN 1957-1964」（2023 年８月 22 日発

行）[https://www.bls.gov/news.release/pdf/nlsoy.pdf]（最終検索日：2025 年１月 31
日） 
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（表２－１）年代別に転職した回数（学歴、性別、人種別を含む）16 

 

 

16 BLS「NUMBER OF JOBS, LABOR MARKET EXPERIENCE, MARITAL 
STATUS, AND HEALTH FOR THOSE BORN 1957-1964」（2023 年８月 22 日発

行）[https://www.bls.gov/news.release/pdf/nlsoy.pdf]（最終検索日：2025 年１月 31
日） 
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  さらに、一つの仕事に対してどの程度の期間働いたかという調査結果を見てみると、

18～24 歳の間では約 75％が２年以内に辞めていることがわかる。現在の仕事に就いた

年齢が高くなるほど就業年数が長くなる傾向にあるものの、25～34 歳の間に転職した

場合で約 60％が２年以内に辞めており、そのうち１年以内に辞めている割合は 40％に

なる。さらに、35～44 歳の間に転職した場合でも、25％ほどは１年以内に仕事を辞め

ているという結果も出ている。  
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（表２－２）年齢別に同じ会社に何年務めたかの割合（性別、人種別含む）17 

 

 

17 BLS「NUMBER OF JOBS, LABOR MARKET EXPERIENCE, MARITAL 
STATUS, AND HEALTH FOR THOSE BORN 1957-1964」（2023 年８月 22 日発

行）[https://www.bls.gov/news.release/pdf/nlsoy.pdf]（最終検索日：2025 年１月 31
日） 
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  調査結果を見ても、米国において短い期間での転職は当たり前であることがわかる。

多くの人々が転職する理由としては、自身のキャリアアップや給料アップという理由が

多い。そして、転職する場合、待遇や給与について企業側と交渉することが一般的とな

っている。（表２－３）の給与の上昇率を見てみると、転職回数が一番多い 18～24 歳

の Bachelor's degree and higher（大卒以上）に該当する人々は年間で 9％以上上昇

している。このような結果からもわかるとおり、学歴が高い人ほど年齢が若いうちに転

職を繰り返し、より好条件な企業に移っていくことが見て取れる。  
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（表２－３）年齢と学歴別、人種別の給与上昇率18 

 

 

18 BLS「NUMBER OF JOBS, LABOR MARKET EXPERIENCE, MARITAL 
STATUS, AND HEALTH FOR THOSE BORN 1957-1964」（2023 年８月 22 日発

行）[https://www.bls.gov/news.release/pdf/nlsoy.pdf]（最終検索日：2025 年１月 31
日） 
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  以上の結果より、米国では優秀な人材ほど次々と転職している傾向があると考えられ

る。しかし、企業側としては優秀な社員が離職することはやはりデメリットとなる。そ

のため、多くの企業は高い給与を提示するだけでなく、福利厚生を手厚くしたり、社員

のエンゲージメント率を高めたりして、人材流出を防ぐための対策を日々行っている。 

 米国の地方公務員も日本の公務員より転職率は高いが、公務員の場合、民間に転職す

るのではなく、同じ職種で別の自治体へ転職するといった人も多い。例えば、A 市の都

市整備課の職員が、隣の B 市の都市整備課の課長として採用されるといったことも可

能となる。 

 

２ 定年退職がない米国 

  日本の終身雇用制度は、雇用者が新卒で企業に入社し、定年まで働き続けることを前

提とした雇用形態であるが、米国ではこのような制度的な終身雇用はなく、多くの労働

者が複数回転職することが当たり前となっている。そのため、定年退職という考え方が

なく、本人が退職時期を決めることができる。平均退職年齢は 60～65 歳と言われてお

り、これは社会保障受給年齢（62 歳から受給可能）が関係しているとの見解が多い。

米国の雇用の特徴としては「雇用自由意志」（Employment-at-Will）原則が一般的で

ある。雇用者も従業員も理由を問わず（法律違反を除く）契約を終了することができる

というこの考え方は、退職時期を自身で決められる一方、雇用者側も突然解雇すること

が可能となる。このような働き方の中、公務員は「ジョブ・セキュリティ」（雇用保

障）が高いため、ある程度「終身雇用」に近い環境であると言える。 

  米国の地方公務員の年齢構成は民間企業より高い傾向があり、80 代で活躍している

職員もいるほどである。定年退職がないということは、定期的な人材のターンオーバー

が行なわれないという側面もあるのと同時に、ある一定の時期に突然退職者が増えると

いう可能性がある。実際、米国の公務員数は今後数年間のうちに団塊の世代が一気に退

職することで減少すると予測されていた。しかし、新型コロナウイルスが流行したこと

により、退職を早めようと考える人が増えており、予想したタイミングよりも早く人材

が不足しているといった現状である。 

  （図２－１）からもわかるとおり、退職時期を早めようと考えている人が 2009 年は

12％であったのに対し、2022 年は 53％もいることがわかる。さらに、2009 年には退

職延期した人材が 44％もいたのに対し、2022 年では 17％に減少している。折れ線グ

ラフを見ると、新型コロナウイルスが流行した 2020 年ごろから人数が逆転しており、

新型コロナウイルスをきっかけに退職時期を早めた人が多いことがわかる。 
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（図２－１）退職時期についての調査19 

  

 

19 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2022」（2022 年６月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2022/06/2022workforce.
pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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  さらに、今後数年間のうちに一気に退職者が増えると予測している自治体が約 40％
と最も多く、今以上に人材不足が課題となる可能性がある。 

 

 

（図２－２）団塊の世代の職員がどう労働力に影響するかの調査20 

 

  

 

20 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2022」（2022 年６月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2022/06/2022workforce.
pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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（図２－３）団塊の世代が一気に退職しているかどうかの調査21 

 

３ 新型コロナウイルス感染症による働き方の変化 

  新型コロナウイルス感染症の流行により、米国でもリモートワークが主流となった。

米国の調査会社であるピューリサーチセンター（Pew Research Center）の調査22に

よると、2023 年３月の時点でも 70％以上がリモートワークを行っているとしており、

そのうち 35％の人が全く職場に出勤せずリモートワークで仕事を行っている。前年と

比較すると、完全にリモートワークで働いた割合は減ったものの、在宅と出勤の両方を

行うハイブリット型勤務の割合は増えている。リモートワークを行っている割合を見て

も昨年と大きく変化はなく、新型コロナウイルスが落ち着いた現在でも、多くの企業が

リモートワークを導入していることがわかる。また、リモートワークをしている人の約    

 

21 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2022」（2022 年６月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2022/06/2022workforce.
pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
22Pew Research Center「About a third of U.S. workers who can work from home 
now do so all the time」（2023 年３月 30 日発行） 
[https://www.pewresearch.org/short-reads/2023/03/30/about-a-third-of-us-
workers-who-can-work-from-home-do-so-all-the-time/]（最終検索日：2025 年１月

31 日） 



26 
 

70%は、仕事と私生活のバランスをとるのに役立っていると回答しており、リモート

ワークを続ける目的が大きく変わりつつある。 

 

 

（図２－４）リモートワークの状況調査23 

 

23 Pew Research Center「About a third of U.S. workers who can work from home 
now do so all the time」（2023 年３月 30 日発行） 
[https://www.pewresearch.org/short-reads/2023/03/30/about-a-third-of-us-
workers-who-can-work-from-home-do-so-all-the-time/]（最終検索日：2025 年１月

31 日） 
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（図２－５）リモートワークのメリットについての調査24 

 

24 Pew Research Center「About a third of U.S. workers who can work from home 
now do so all the time」（2023 年３月 30 日発行） 
[https://www.pewresearch.org/short-reads/2023/03/30/about-a-third-of-us-
workers-who-can-work-from-home-do-so-all-the-time/]（最終検索日：2025 年１月

31 日） 
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  こういった働き方の変化は公務員も同様で、公務員でもリモートワークを望む声は多

い。そのため、自治体でもリモートワークを許可しているところが多い。リモートワー

クが可能かどうかという点は、新しく職員を雇用する際のプラス条件の一つにもなって

おり、下記の表を見ると 25％の自治体が働き方改革の施策の一つとして、長期的なリ

モートワークを可能としたと回答している。 

（図２－６）2022 年に取り組んだ働き方改革事項の調査25 

 

４ 変化した働き方に必要なスキル 

  前述のとおり、リモートワークという働き方は、公務員にも少しずつ浸透している。

しかし、リモートワークによって引き起こされている課題も少なからずあり、自治体は

リモートワークを可能とするだけでなくそれに対する職員研修にも取り組む必要があ

る。前述の表の調査結果を見てもわかるように、約 30％の自治体がスキルアップのた

めの研修に力を入れていると回答している。 

 

25 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2022」（2022 年６月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2022/06/2022workforce.
pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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   例えば、まず、管理職が部下をどのようにマネジメントするのかといった問題は、

リモートワークが少なかった時代と今とでは大きく異なっている。以前は、職場で部下

の仕事ぶりを見ながら直接マネジメントすることが可能であったが、リモートワークと

なり相手の様子が見えづらくなってしまった。そのため、今までと同じ方法で部下をマ

ネジメントすることが難しくなっている。また、同僚とコミュニケーションをとる場合

についても同様で、以前は直接やり取りを行いながら築いていた人間関係をリモートで

行う必要がある。コロナ禍以前から一緒に働き、信頼関係が構築できている場合はまだ

よいが、コロナ禍で新しく採用された職員にとっては、対面で信頼関係を築くよりも難

しくなってしまっている。 

  こういった課題は、地方自治体にとって共通の課題となっており、「管理職向けの研

修どう行うか」や「リーダーシップをどのように発揮するか、またどのようにリーダー

シップを持った人材を育成するか」といった研修やセミナーが増えつつある。実際、

2022 年に筆者が参加した国際市・カウンティ支配人協会（ICMA：International 
City/County Management Association）の年次総会の基調講演（ 「Leaders 
Connect」）では、リーダーシップがテーマとなっていた。リーダーとして大切な人間

性と、脆弱性を受け入れる力について話され、リーダーがどのように部下の失敗を受け

入れサポートしていくのか、また、表面には見えにくい内面の問題をどのように発見し

て解決していくのかといった内容であった。  
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（図２－７）キーノートスピーカー（DeDe Halfhill 氏）による基調講演の様子26 

 

  ほかにも、自治体も職員のメンタルサポートの研修を行うなどし、働きやすい環境を

作ることで離職率を下げることが重要となっている。2023 年の ICMA の年次総会で

も、管理職がどのように部下の能力を発揮させ、エンゲージメント率を高めるのかとい

ったテーマや、今どのような職場が人々に求められているのかといったテーマ、また、

多世代の労働力を採用するために自治体はどのような独自の福利厚生制度を策定するべ

きかといったテーマが取り上げられた。 

  

 

26 ICMA「Connection Is a Choice Leaders Must Make」（2022 年９月 20 日発行）

[https://icma.org/articles/article/connection-choice-leaders-must-make]（最終検索

日：2025 年１月 31 日） 
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５ インフレによる給与上昇 

  高いインフレ率が続いている米国では給与も上昇傾向にある。米国労働局（U.S. 
BUREAU OF LABOR STATISTICS）が毎年発表している雇用と賃金統計調査27を参

考に 2021 年と 2022 年の地方公務員の賃金統計を比較してみると、全業種の平均年収

が 2021 年は$60,370（約 8,451,800 円）だったのに対し、2022 年は$63,010（約

8,821,400 円）となっており、$2,640（約 369,600 円）上昇している。次に一般事務

職（Office and Administrative Support Occupations）の年収を比較してみると、

2021 年は$46,280（約 6,479,200 円）だったのに対し、2022 年は$48,660（約

6,804,000 円）となっており、$2,380（約 333,200 円）上昇している。 

  人材確保のためにも多くの自治体が賃金を上昇させており、労働力確保のための取組

についての調査結果を見ても、新規職員の採用（81％）の次に多いのが基本賃金の上

昇（38％）となっている。そのほかにも、専門職に対して一時ボーナスを支払った

り、復職する職員へボーナスを支払ったりする自治体もあり、やはり人材確保のために

はある程度の賃金上昇は必要であるということがわかる。   

 

27 U.S. BUREAU OF LABOR STATISTICS「Occupational Employment and Wage 
Statistics」 [https://www.bls.gov/oes/]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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（図２－８）2022 年に取り組んだ働き方改革事項の調査28 

 

第２節 地方公務員の現状について 

１ 公務員における人材不足 

  ここからは米国内の地方公務員の現状について、新型コロナウイルス感染症拡大前後の状

況に焦点を当てて説明する。新型コロナウイルス感染症の影響により、米国の地方公務員数

は大きく減少している。「State and Local Government Workforce Survey 202229」の調査も

とに 2020 年２月を基準として職員数を比較してみると、新型コロナウイルス流行後の 2020
年５月が減少のピークとなっており、州は 4.4％、地方自治体は 8.5％となっている。そこか

 

28 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2022」（2022 年６月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2022/06/2022workforce.
pdf] （最終検索日：2025 年１月 31 日） 
29 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2022」（2022 年６月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2022/06/2022workforce.
pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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ら少しずつ回復してはいるものの、2022 年４月時点でもコロナ禍以前の職員数まで回復して

おらず、州が 1.9％、地方自治体は 4.1％の減となっている。 

 

 

（図２－９）2020 年２月以降の職員数の変化30 

 

２ 人材不足への対応 

  新型コロナウイルス感染症の流行時に停止していた行政サービスの一部は 2022 年ご

ろから徐々に再開し、コロナ禍以前のような対面業務が戻りつつある。コロナ禍で行政

サービスをオンライン化したため、人員が不要になった業務があることを加味しても、

必要な職員数が急激に大きく減少したとは考えにくく、多くの自治体でコロナ禍以降、

人材不足となっていることが推定される。2022 年の調査では、「前年に力を入れて取

り組んだ事項」として「人材確保に関する項目」を挙げる自治体が多く、各自治体の実

際の行動からも人材不足へ対応しようとする傾向が見て取れた。このなかには 2021 年

 

30 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2022」（2022 年６月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2022/06/2022workforce.
pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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頃に多くの自治体で見られた「職員の採用凍結」による職員不足の対応も含まれると想

定される。特にコロナ禍以降の取組として多くみられるのが新しい職員の雇用

（81％）となっており、臨時職員などの雇用（37％）、退職者の再雇用（25％）も高

い割合となっている。 

 

（図２－10）2022 年に取り組んだ働き方改革事項の調査31 

 

  他にも、「働き方改革のために取り組んだ事項」の５年ごとの比較を見ると、2021 年は

「職員の採用凍結」という回答割合がかなり高くなっている。このことから 2021 年のコロ

ナ禍で採用を見送っていた分の職員の不足が生じていることも推測される。  

 

31 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2022」（2022 年６月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2022/06/2022workforce.
pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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（図２－11）2018～2022 年の調査結果の移り変わり32 

 

  一方で、新しい職員の雇用を行った自治体が 81％いるにもかかわらず、正規職員が昨年か

ら増えたと回答する自治体は 38%にとどまり、減ったと回答する自治体が 27％、変化なしと

回答した自治体が 33％となっているという結果と、2021 年 12 月から 2022 年 2 月にかけて 

 

32 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2022」（2022 年６月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2022/06/2022workforce.
pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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の自治体の求人割合は過去 20 年で最高であったことからは、自治体側の取組にも関わらず、

必要なだけの人材の確保は必ずしも容易ではないことがうかがえる。 

 

 

（図２－12）2022 年の正規職員の割合についての調査33 

 

  昨年１年間の労働力についての 2020 年との比較においても、正規職員の採用が増え

たという回答が 55％に対し、職員の辞職が増えたという回答が 69％、職員の退職が増

えたという回答が 60％となっており、採用以上に辞職・退職がインパクトをもってい

ることが見て取れる。  

 

33 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2022」（2022 年６月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2022/06/2022workforce.
pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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（図２－12）2022 年の職員の割合についての調査34 

 

  さらに米国では、教員も不足しているといわれており、人手不足の要因として、業務

がきついことと賃金が安い点があげられる（2022 年州政府協議会（CSG：Council of 
State Governments）年次総会の講演「Teacher Recruitment and Retention: 
State Solutions for Solving the Shortage」より）。拘束時間が長いこと、課外活動

に対して賃金が発生しないことが例として挙げられるほか、新型コロナウイルス感染症

の流行により、それに必要な対応が求められたことも負担の一つではないかと推測され

る。講演の際に、「教師は仕事に対して誇りを持っている。仕事にやりがいを感じてい

るし、仕事が好きだという教師も多い。しかし彼らは教師の採用システムや働き方に大

きな不満を持っており、それが原因で教師を辞めてしまう人が多い。彼らに仕事に戻っ

てもらうためには、働き方を変える必要がある。」とのコメントがあり、多くの人々が

深くうなずいていたことが印象的であった。 

 

34 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2022」（2022 年６月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2022/06/2022workforce.
pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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（図２－13）総会での教員不足の講演の様子35。 

 

  

 

35 2022 年 12 月８日 2022 年 CSG 年次総会にて筆者撮影。多くの州で教員不足は深刻な

課題となっている。 
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３ コロナ禍以降の変化 

  ここからは新型コロナウイルスの影響も少なくなった 2023 年以降の労働力について

紹介する。2023 年は、コロナ禍で不足していた労働力に対する変化が見て取れる。

「State and Local Government Workforce Survey 202436」の調査によると、労働

力はコロナ禍以前と同等レベルまで回復しているとの結果が出ている。 
 

 

（図２－14）コロナ禍以前の職員数との変化について37 

 

36 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2024」（2024 年７月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2024/4/WorkforceSurvey
Report2024.pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
37 MissionSquare Research Institute「2024 Employment Trends in state and 
local government」（2024 年７月３日発行）

[https://research.missionsq.org/posts/workforce/employment-trends-in-state-and-
local-government]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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  このデータは 2020 年の労働力を基準にし、コロナ禍に減少した労働力の最大減少数

と 2024 年３月までに変化した労働力を示したものである。まず、コロナ禍で減少した

労働力は州レベル（State）で平均－2.6%、地方自治体レベル（Local）で平均－

8.4％となっている。業種別のグラフを見てみると、①病院関係（Hospital）、②公益

事業関係（Utilities）、③教育関係（Education）、④一般管理職（Admin）、⑤交通関

係（Transportation）、⑥その他（Other）と項目分けされている。この項目分けを考

慮し、一般行政職員は Other に分類されていると推測する。 

  初めに、2020 年と比較してコロナ禍で減少した労働力の割合（図２－14、紫■）を

見てみる。業種ごとの数値を見てみると、最も職員が減少したのは地方自治体の other
という項目で－17%となっている。このことからも、当時の地方自治体は深刻な労働

力不足であったことが見て取れる。それに比べて、病院関係者の労働力不足について

は、他の職種に割合が比べて低い。特に州レベルでは－0.7％しか減少しておらずコロ

ナ禍でも離職率が低かったことがわかる。 

  次に、2020 から 2024 年にかけての労働力の変化（図２－14、青■）について見て

みると、病院関係の増加割合が大きくみられる。州レベルの病院関係の職員数は

11.6%、地方自治体レベルでは 2.9％の増加となっている。病院関係者の労働力の増加

については、前述で述べた離職率の低さに加え、新型コロナウイルスの対応による業務

量の増加も大きな影響を与えていると考えられる。一方、Other のカテゴリーを見て

みると、州レベルも地方自治体レベルも、調査を行った 2024 年３月時点においても、

2020 年の労働力よりも減少しているという結果が出ており、地方自治体レベルでは－

1.6％となっている。以上のことから考察すると、調査結果では地方自治体の労働力は

回復しているように見られるが、実際は病院関係の労働力増加の割合が平均値に大きく

反映されており、地方自治体の職員数は現在もコロナ禍以前と比べると不足していると

いう現状が続いているのではないかとの推測もできる。 

  （図２－15）はフルタイム職員数の前年度との比較を行ったものである。まず、

2023 年から 2024 年にかけてフルタイムで働く職員が増加したかどうかの質問に対し

ては全体の 63％が「増加した」と回答している。どの程度増加したのかを詳細にみて

みると、最も多い回答で「５％以下の割合で増加した」が 37％、次に多い回答で「５

～10％ほどの増加」で 18％となっている。このことから考察できるのは、多くの自治

体が職員採用に向けて様々な取組を行った結果、職員数が増加している自治体が 60％
以上あると言える。これは、多くの自治体の取組が成功していると考えられる。そして

もう一つ言える点は、現時点でも多くの自治体が職員の採用を続けているということで

ある。先述のとおり、米国では定年退職という制度がないため、年齢制限による退職者

が出るわけではない。そのため、必要な職員数が確保できている場合、職員採用を行う
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必要がないはずである。つまり、職員数が増加している自治体は必要な職員数が確保で

きていない可能性が高く、現時点でも採用を続けていると考えられる。 

 

（図２－15）フルタイムで働く職員数の前年度からの変化についての調査38 

 

38 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2024」（2024 年７月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2024/4/WorkforceSurvey
Report2024.pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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（図２－16）フルタイムで働く職員数の 2020～2024 年までの変化についての調査39 

 

  現在でも多くの自治体で人材不足が続いている可能性は、以下の表の結果からも推測

できる。以下の表は前年に比べて職員の割合がどのように変化したかを調査したもので

ある。この表を見ると、一列目の正規職員の雇用が前年に比べ増加、若しくは同じくら

いと回答している自治体が 80％以上あるものの、二列目（自主退職）、三列目（適齢年

齢による退職）の退職した職員の割合を見ると、前年より増加若しくは同程度であると

の回答がどちらも 60％以上超えている。つまり、現時点でも退職により人材不足が続

 

39 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2024」（2024 年７月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2024/4/WorkforceSurvey
Report2024.pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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いているため、人材不足は引き続き課題となっており、多くの自治体は職員採用を続け

ていると考えられる。 

 

（図２－17）自治体の職員の雇用状況についての調査40 

 

  人材不足に対応するため、現在はどのような取組を行っているのかについては以下の

調査結果をもとに見ていきたい。2022 年の調査結果と比べると自治体が取り組んでい

る事例について大きく変化していることが見て取れる。   

 

40 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2024」（2024 年７月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2024/4/WorkforceSurvey
Report2024.pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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（図２－18）2024 年に取り組んだ働き方改革事項の調査41 

 

  

 

41 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2024」（2024 年７月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2024/4/WorkforceSurvey
Report2024.pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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（図２－19）2022 年に取り組んだ働き方改革事項の調査42 

 

  基本賃金の上昇については、2022 年の回答では 38％だったが、2024 年の回答では

53％と増加しており、より多くの自治体が基本賃金を上げていることがわかる。さら

に賃金上昇率の平均値を見ると、一番割合が高かった回答は「4～6％の上昇」で 55％
を占めており、給与アップに取り組んだ自治体の半数以上が最低でも 4％以上の賃金ア

ップを行っているという結果が出ている。給与体系の見直しなどのために行う従業員報

酬調査（Compensation or Classification study）も含めれば、賃金に関連した取組

も多くの自治体が注力していることが見て取れる。このことより、2022 年よりも賃金

は職業を選択する際の重要な項目となっており、自治体も人材確保のためには基本給を

上昇する必要があるということがわかる。さらに以下の 2016 年から比較したグラフを

見てみると、パンデミック以降は基本賃金を上げている自治体が増加しており、インフ

レによる影響が大きいことも見て取れる。   

 

42 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2022」（2022 年６月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2022/06/2022workforce.
pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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（図２－20）給与上昇の平均値についての調査43 

 

 
（図２－21）基本賃金上昇における調査44 

 

43 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2024」（2024 年７月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2024/4/WorkforceSurvey
Report2024.pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
44 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2024」（2024 年７月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2024/4/WorkforceSurvey
Report2024.pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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  基本給の上昇、臨時職員の採用や退職者の再雇用など、2022 年に比べて取り組む割

合が増えた項目がある一方で、減少した取組もいくつかある。例えば、採用時の一時ボ

ーナスや長期的なテレワークなどの項目である。採用時の一時ボーナスについては、特

に有資格者に対して行われたものが多かった。以下の表は特に人材不足と言われる資格

職に対して、応募者が不足していると感じるかどうかの調査をグラフにしたものであ

る。2022 年の際には全ての業種が大きく不足していたが、2024 年時点では警察官以

外の全ての業種で以前よりも応募者不足を感じないという結果になっている。ここから

考察できることは、一時ボーナスを支払わなくても応募者が増えつつある、若しくは一

時ボーナスの取組を行っていた自治体は 2022 年の時点で人材が既に確保できている可

能性が考えられる。 

 

 

（図２－22）募集に対し応募者が不足していると感じるかの調査45 

  

 

45 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2024」（2024 年７月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2024/4/WorkforceSurvey
Report2024.pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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４ テレワークの変化 

  テレワークに関してだが、まずはパンデミックで大きく変わった柔軟な働き方が定着

しつつあり、テレワークが人材募集の際の必須要件とみなされることはあるにせよ、特

別なメリットとしてはあまり効果が無くなってきた可能性がある。また、米国でもパン

デミック終了後、完全なテレワークではなくハイブリット型出勤に移行している企業が

増えており、自治体も同様にハイブリット型出勤に移行している可能性が考えられ、結

果的に、長期的なテレワークを認める自治体が減少したことも理由として考えられる。 

  以下の表は、柔軟な働き方を提供しているかどうかの調査である。表を見ると、ハイ

ブリット型の働き方を認めている自治体が約 59％で全体の６割程度いることがわか

る。職員数が 2500 人を超える場合には、ハイブリッド型を認める自治体は 88％にま

で達する。一方で、完全な、あるいは長期的な、テレワークを認めている自治体はパン

デミックの際には 53％あったが、大幅に減少し、19％となっている。ハイブリット型

を認めている自治体の 62％は職員の出勤日などを指定するオフィスデーの取組をして

いる。多くの自治体はチームワークを構築するために、対面でコミュニケーションをと

ることを推奨しこのような取組を行っている。 

 

 

（図２－23）柔軟な働き方についての取組における調査46 

 

46 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2024」（2024 年７月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2024/4/WorkforceSurvey
Report2024.pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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（図２－24）オフィスデーを設けているかどうかの調査47 

 

  次章では筆者の実体験や実際の自治体の事例をもとに、米国の自治体における人材確

保について紹介していく。 

  

 

47 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2024」（2024 年７月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2024/4/WorkforceSurvey
Report2024.pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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第３章 米国における取組事例 

 ここからは、具体的な米国の自治体の人材確保に関する取組事例を紹介する。具体的に

は、筆者が居住・勤務するニューヨーク州ニューヨーク市、自治体国際化協会ニューヨー

ク事務所において訪問を行ったワシントン州イサクア市、筆者が職員と意見交換・ヒアリ

ングを行ったカリフォルニア州ムーアパーク市を取り上げるとともに、地方自治体横断的

な人材確保の取組事例として「Social Work Licensure Compact」を紹介する。また、

イサクア市とムーアパーク市からは 2025 年のフォローアップのアンケートを行ったので

その内容を紹介する。 

 

第１節 ニューヨーク市の事例 

 まずはニューヨーク市を例として、地方公務員の採用の仕組みを説明する。 

１ ニューヨーク市の概要 

  ニューヨーク市（New York City, NYC）は、アメリカ合衆国ニューヨーク州の南東

部に位置しており、世界的に最も影響力のある都市の一つとされている。経済・文化だ

けでなく政治の中心地としても機能しており、国際的な金融、メディア、ファッショ

ン、芸術のハブでもある。ニューヨーク市は「眠らない街」とも称され、200 以上の言

語が飛び交い、世界中の人々が集まる都市とも言われており、約 840 万人が暮らして

いる。 

  ニューヨーク市は５つの行政区（ブルックリン、ブロンクス、マンハッタン、クイー

ンズ、スタテンアイランド）で構成されている。地形は比較的平坦で、海岸線や河川に

囲まれており、西側にハドソン川が流れ、イースト川がマンハッタンとブルックリン及

びクイーンズを隔てている。それぞれの区には独自の文化や歴史があり、都市全体が多

様性に富んでいる。 
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（図３－１）ニューヨーク市の５つの行政区48 

 

２ ニューヨーク市の行政形式 

  米国では、地方自治体によって違う行政の政府形態を採用している。この点は日本と

大きく違っているところである。国際市・カウンティ支配人協会（以下、ICMA）が行

ったし「2018 年市町村別政府形態調査49」によると、一般的な米国の地方自治体の政

府形態としては①Council-Manager 形式（市議会が立法機能を持ち、行政の運営は市

 

48 The Official Website of the City of New York [https://www.nyc.gov/]（最終検索

日：2023 年６月８日） 
49 ICMA「ICMA Survey Research: 2018 Municipal Form of Government Survey」
（2019 年７月２日）

[https://icma.org/sites/default/files/Survey%20Research%20Snapshot_MFOG.pdf]
（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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議会が任命したシティマネジャーが担当する形式。市議会が政策決定を行い、シティマ

ネジャーが実務にあたる。）、②Mayor-Council 形式（住民が直接選ぶ市長と、市議会

がそれぞれ行政と立法を担う形式。日本の形式に近い。）、③Commission 形式（直接

選挙で選出される数名の理事が、理事会において政策決定を行う形式。）、④Town 
Meeting 形式（住民が直接会議に参加し、自治体の政策や予算を決定する形式。会議

は年に１～２回ほど行われることが多い。）、⑤Representative Town Meeting 形式

（政策や予算の決定方法は④の Town Meeting 形式と同じだが、会議の参加者を選出

された代表者が行う形式。）の５つの形式があり、主に①②の行政形式を採用している

自治体が多い。 

 

 
（図３－２）市町村の行政形態の調査50 

 

50 ICMA「ICMA Survey Research: 2018 Municipal Form of Government Survey」
（2019 年７月２日発行）

[https://icma.org/sites/default/files/Survey%20Research%20Snapshot_MFOG.pdf]
（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
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  ニューヨーク市の行政は、②Mayor-Council 形式を採用しており、市長（Mayor）
がトップとなり、市全体の運営を担う日本と同じ行政方法である。市長は市民による直

接選挙で選出され、４年の任期を持ち、市の予算編成、公共政策の実施、治安維持、交

通インフラの管理など幅広い責務を負っている。市議会（New York City Council）
は、市の立法機関であり、51 名の議員で構成されている。各行政区（Borough）には

独自の区長（Borough President）が存在し、それぞれの地域の発展に貢献してい

る。 

 

３ ニューヨーク市の採用試験について 

  米国の自治体の多くはオープンコンペティション試験（Open-competitive 
exams）という採用方法で職員を採用している。これは、最低限の募集条件を満たし

ていれば、誰でも受験することが可能な採用方法で、日本の一般的な新卒採用試験のよ

うなものは存在しない。また、試験は基本的に点数制となっているが、過去の職歴によ

っては追加でポイントが加算されるようになっている。これについては、応募条件に詳

しく記載されており、受験する段階で自身の職歴がどの程度有利に働くかを事前に知る

ことができる。ニューヨーク市の職員採用は、主に市の人事局（NYC Department of 
Citywide Administrative Services, DCAS）を通じて行われている。   



54 
 

 
（図３－３）資格や経験のポイント表51 

 

４ ニューヨーク市の職員採用の実情（市職員からの聞き取り） 

  ここではニューヨーク市役所で専門知識を生かして働く２名の日本人の方にも会う機

会がありお話を伺うことができたのでその内容を踏まえて、実際の採用について説明す

る。 

  まず、ニューヨーク市では、市民を優先的に雇用するという方針により、現在はビザ

のスポンサーシップを行っていない。そのため、正規職員になるためには永住権（グリ

ーンカード）の取得が必要となる。職種の中には、必ず市民権（米国国籍）がないと受

験できないものも存在する。どちらの場合においても、必ず資格条件に記載がされてい

る。 

 

 

51 DCAS「Open Competitive Exams for Anyone」
[https://www.nyc.gov/site/dcas/employment/exam-schedules-open-competitive-
exams.page]（最終検索日：2023 年５月 15 日） 
 



55 
 

 

（図３－４）試験条件の例52 

 

  外国籍の職員の多くは高学歴である傾向が多く、部署によっては半数以上の職員を占

めることもある。多国籍の職員構成によるメリットもある一方で、住民説明会などにお

いては、市内出身の職員が説明した方が受け入れられやすい場合もある。 

  ニューヨーク市の職員は 30 万人以上（警察官、消防士、教育者、医師、看護師、芸

術家、エンジニアを含む）いる。ニューヨーク市の公務員法はニューヨーク州の公務員

法を適応しているため、採用の仕組みは基本的には州政府と同じである。ニューヨーク

市には、定期的な一括採用や人事異動はないため、オープンコンペティション制で採用

を行っている。採用情報は市のウェブサイト上で確認ができる53。  

 

52 DCAS「Open Competitive Exams for Anyone」
[https://www.nyc.gov/site/dcas/employment/exam-schedules-open-competitive-
exams.page]（最終検索日：2023 年５月 15 日） 
53 DCAS「Open Competitive Exams for Anyone」
[https://www.nyc.gov/site/dcas/employment/apply-for-a-city-job.page]（最終検索

日：2025 年３月 17 日） 
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（図３－５）ニューヨーク市の採用情報の専用ページ54 

 

 

54 DCAS「Open Competitive Exams for Anyone」
[https://www.nyc.gov/site/dcas/employment/exam-schedules-open-competitive-
exams.page]（最終検索日：2023 年５月 15 日） 
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（図３－６）公開中の試験スケジュールの例55 

 

  申請はオンラインシステムを利用して申し込む必要がある。コロナ禍以前は申請をオ

ンラインで行った後、市内にある試験場で直接テストを受ける方法であったが、新型コ

ロナウイルス感染症の影響をうけ、2023 年５月時点ではオンラインでしか受験できな

いようになっていた。そのため市のウェブサイトには、テストを受けられるタブレット

端末やパソコンを用意するよう注意書きがされていた。2025 年２月時点では、一般採

用試験はコロナ禍以前と同様に市のテストセンターで受験する方法に戻っていたが、昇

進試験については現在もオンラインで受験するように記載されている56。 

 

55 DCAS「Open Competitive Exams for Anyone」
[https://www.nyc.gov/site/dcas/employment/exam-schedules-open-competitive-
exams.page]（最終検索日：2023 年５月 15 日） 
56 DCAS「Taking the Civil Service Exam」

[https://www.nyc.gov/site/dcas/employment/apply-for-a-city-job-taking-the-civil-
service-exam.page]（最終検索日：2025 年２月５日） 
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（図３－７）受験方法についての記載57 

 

  試験を受ける際には受験料が必要となり、クレジットカードやデビットカードで決済

できるようになっている。しかし、業種によっては受験料がかからない場合もあり、

（図３－５）のとおり、「Police Officer」や「School Safety Agent」は受験料がか

 

57 DCAS「Taking the Civil Service Exam」

[https://www.nyc.gov/site/dcas/employment/apply-for-a-city-job-taking-the-civil-
service-exam.page]（最終検索日：2025 年２月５日） 
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からないようになっている。そのほか、退役軍人や失業者など、一定の条件に当てはま

る受験者は申請すれば受験料が免除される58。 

 

 

（図３－８）受験料免除の記載59 

 

  米国では、日本のように、職務経験を積むごとに少しずつ役職が上がるわけではない

ため、昇進したい場合もポストの空きをウェブサイト上で確認する必要がある。ポスト

に空きがでるとキャリアアップしたい職員は自分で応募して新たなポストに移る。 

 

 

58 DCAS「NOTICE OF EXAMINATION, School Safety Agent」
[https://www.nyc.gov/assets/dcas/downloads/pdf/noes/20255313000.pdf]（最終検索

日：2025 年２月５日） 
59 DCAS「NOTICE OF EXAMINATION, School Safety Agent」
[https://www.nyc.gov/assets/dcas/downloads/pdf/noes/20255313000.pdf]（最終検索

日：2025 年２月５日） 
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（図３－９）昇進試験も同様に市のウェブサイトに記載されている60 

 

  空きポストに応募するためには、原則として各ポストに求められる能力・専門知識・

スキルを証明する「Civil service title」（以下、Title）を持っている必要がある。 
Title の種類は多岐にわたっており、所要の資格・職歴を有していることに加え、専門

知識に関する試験に合格すると取得できる。Title を取得するための試験は不定期に行

われるため、過去には何年間も試験が実施されない時期もあったといわれているが、近

年では、年に１回程度で行われるようになっている。  

 
（図３－10）2023 年５月時点では昇進 Title の試験は募集されていなかった61 

 

60 DCAS「How Can You Find Upcoming Exams?」
[https://www.nyc.gov/site/dcas/employment/how-can-you-find-upcoming-
exams.page]（最終検索日：2023 年５月 15 日） 
61 DCAS「Promotional Exams for Permanent and 55-a City Employees - 
Department of Citywide Administrative Services」
[https://www.nyc.gov/site/dcas/employment/exam-schedules-promotion-
exams.page]（最終検索日：2023 年５月 15 日） 



61 
 

  Title 取得者は Title の種類ごとに作成された有資格者リストに掲載される。この有

資格者リストは資格や職歴・試験の成績で順位づけされている。また、複数の部署に対

応するポストがある Title（コミュニティ対応業務、IT 関係業務など）と、部署が限定

される Title（造園業務など専門職）があり、複数の Title を持つ職員も多い。現在、

専門性の低い Title では、数万人が有資格者リストに掲載されている。しかし、Title
を取得し有資格者リストに掲載されても、希望のポストが空かない限り応募することは

できない。例えば、課長から部長へキャリアアップをするためには、課長として勤務し

ている間に関連する部門の部長級の Title を取得しておき、希望する部長ポストが空く

のを待ち、空きが出たらすぐに応募できるようにしておく必要がある。Title 取得には

職歴や専門知識が問われるため、市役所内で全く経験のない分野の職にチャレンジする

ことはかなり難しい。基本的には、関連する業務の範囲内でのキャリアアップが原則と

なる。また、Title リスト掲載者のほとんどが市の職員である。市の職員として外部か

ら初めて採用される場合、Title がない状態で非常勤として採用され、その後に当該ポ

ストに必要な Title を取得し常勤職員になることが多い。  

  役職に空きポストがでると、有資格者リストの掲載者に面接の案内が自動的に通知さ

れる。リストの上位者から順番に面接を受けることができる。だが、複数の部署に対応

する Title を所有している場合、希望のポストではない面接の通知が届くことがある。

この場合、希望でないポストの面接を断ることも可能だが、３回連続で応募を見送ると

有資格者リストから削除されてしまう。リストに名前を残しておきたい場合は、応募し

ない理由等を記載した書類の提出を行う必要がある。 

  また、面接官は各局の幹部により行われることが多い。リストの上位である応募者が

必ずしもポストへの適性が高いとは限らないため、採用者を決定するまでに何人も面接

を行い、決定するまでに時間がかかるケースもある。また、特別なケースとして、非常

勤職員でも経験や資格を持っており職場の推薦があった場合、有資格者リストの上位で

なくても優先的に面接を受けられることもある。  

 

５ ニューヨーク市の職員のキャリアパスの実情（市職員からの聞き取り） 

  ニューヨーク市の職員は勤続年数が短く、民間へ転職することも珍しくなく、数年程

度で条件のより良いポストや職種に移るのが一般的となっている。10～20 年以上勤務

する職員は少数派であるが、そういった人たちは仕事に対して情熱を持っている人が多

く、都市計画などの分野においては長年同じ分野で取り組んでいる人が多いとの印象を

持つ。また、市の給与水準は民間大手よりは低いが、福利厚生（年金、健康保険など）

を考慮すると悪くない待遇だと考えて長年勤務する職員もいる。 

  ニューヨーク市でも新型コロナウイルスの影響でリモートワークとなったが、引き続

きリモートワークを希望する職員が大量に退職した。また、職員のコロナウイルスワク
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チンの接種を義務化したことにより、退職や休職する職員も多く職員不足が続いてい

る。例えば、都市計画局では 2023 年１月の時点でも職員数は定員の 300 名に達して

いないうえに、現職員の約 80 名程度が１～２年の間で新たに採用された職員である。

仕事を前任者から後任者に教えるという文化はないため、全体の労働力を考えるとコロ

ナ禍前の水準には戻っていない。 

 

６ 人手不足も踏まえたニューヨーク市の行政サービスの変化 

  ここからはコロナ禍前後において窓口に人が配置できない状況下での行政サービスの

状況について、筆者の実体験をもとに紹介していく。コロナ禍、コロナ禍明け、現在で

は申請方法が大きく変わっている業務もあり、米国の行政サービスがその時の社会状況

によって適宜方法が変更していることがわかる。 

（１）SSN（ソーシャルセキュリティーナンバー申請） 

  まずは、ソーシャルセキュリティーナンバー（SSN）の申請窓口の事例を紹介す

る。米国で働く場合、外国人も SSN を取得する必要がある。ニューヨーク市では市内

にあるソーシャルセキュリティーオフィスに直接行って申請する必要があるが、コロナ

禍、コロナ禍明け、現在では申請方法が大きく変わっている。 

  2020 年のコロナ禍の時期は、完全予約制となっていた。初めにオンラインで SSN
を申請したいと問い合わせを行い、希望の日時予約を申請する。その後、SSN オフィ

スへ直接行き、手続を済ませる。この時、SSN オフィスにはほとんど人がおらず、申

請の問い合わせなどはほとんどがオンラインで行うようになっていた。また、他の人と

の接触を避けるために同じ時間帯の予約人数もかなり少なく設定されていた。SSN オ

フィスで申請が終了した後、郵送で SSN が手元に届くこととなっていたが、大体６週

間ほどかかっていた。出勤人数の制限により、窓口の数が少なかったこともあり一度に

対応できる人数が限られていたためと考えられる。さらに、当時米国では、外国人が入

国した際に 14 日間の隔離が必要だったため、予約日も隔離が終わった後の日付でなく

ては予約ができず、SSN が手元に届くまでにかなりの時間がかかっていた。 
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（図３－11）届いた SSN カード62 

 

  新型コロナウイルス感染症が少し落ち着いた 2021 年も、オンラインの事前予約が必

須となっており、オフィス内でもなるべくほかの客と接触しないようになっていた。出

勤している職員も少ないせいか、開いている窓口も少なかったが、カードが発効される

までに２週間ほどとなっており、発効にかかる時間が短くなっていた。2021 年の際

は、入国後の隔離に７日間の隔離が必要であったため、予約が取れるのは 2020 年同様

に隔離期間が終了した後であったが、予約も取りやすくなり、2020 年よりも速く SSN
が手元に届くようになっていた。 

  大きな変化となったのが 2022 年で、今までオンラインのみで受け付けていた予約方

法が完全に廃止され、日時予約が不可となった。また、オンラインで混雑状況を問い合

わせすることもできなくなり、直接 SSN オフィスへ電話をして混雑状況を確認しなけ

ればならなくなった。しかし、SSN オフィスへの電話がなかなか繋がらず、さらに混

雑状況や所要時間を聞いても「当日になってみないとわからない。」と冷たく回答され

ることもあった。コロナ禍以前のように直接オフィスへ行けば申請することが可能とな

ったが、SSN を取得したい人が殺到し日中は３時間待ちの長蛇の列であった。入国制 

 

62 2022 年５月 12 日、筆者撮影。 
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限も緩和されたため、2020～2021 年の間に渡航できなかった人が 2022 年に一気に入

国したことも要因となった。筆者が渡航した 2022 年には朝７時からの開始に合わせて

事務所を訪れたが、７時に到着した時点で既に 20 人ほど並んでおり、オフィスに入る

までに 30～40 分ほど待つこととなった。その後、オフィスに入り番号札を取得、順番

を待つこととなった。 

 

 

（図３－12）整理券が配られ、番号が呼ばれたらカウンターへ行く63 

 

  窓口自体は 20 か所ほどあったが、実際に開いている窓口は５か所ほどしかなく、オ

フィス内ではさらに１時間弱ほど待つこととなった。他の申請者との接触を避けるた

め、椅子は１脚ごとに間をあけて座って待っていると、番号が呼ばれ、何番の窓口に行

くように指示される。窓口はパーテーションがされており、質問に回答する時はマイク

に向かって話すようになっていた。申請してから２週間ほどで手元に SSN が届いた。 

 

63 2022 年４月 21 日、SSN マンハッタンオフィスにて筆者撮影。 
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  2023 年も直接オフィスに行って申請する方法であったが、窓口の数が増えており待

ち時間がかなり短縮されていた。大体１時間～１時間半ほどの時間で手続は終了し、申

請してから１週間ほどで手元にカードが届くようになった。SSN の業務はコロナ禍以

前と同じスピードに戻ってきている。  
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（２）NYID 窓口業務 

   ニューヨーク市では、市民は IdNYC という身分証明書を無料で作成することがで

きる。コロナ禍以前は市内の申請所へ予約なしで行ってカードを作成することができ

た。しかしコロナ禍以降は予約制となっており、2023 年には直接申請もできるように

窓口が解放されたものの、ウェブサイト64を見ると予約するように強く推奨している。

申請するためには IdNYC 専用のウェブサイトから予約する必要がある。予約画面に氏

名や連絡先を入力し日時を選択、カードの申請に直接向かう流れとなっている。 

 
（図３－13）IdNYC 専用のウェブサイト65 

 

64 IDNYC[https://a069-
idnyconlineportal.nyc.gov/IOPWeb/IOPWeb/#/EN/Dashboard]（最終検索日：2023
年５月 15 日） 
65 IDNYC[https://www.nyc.gov/site/idnyc/index.page]（最終検索日：2023 年５月 15
日） 



67 
 

  コロナ禍の 2020 年は IdNYC の受付自体が行われていなかった。2021 年に申請が

再開となったが、当時は予約もかなり混雑しており、数か月も先の日程で予約を取って

申請する必要があった。しかし、数か月先の日程で予約を取ると忘れてしまう申請者も

多いようで、ウェブサイトには注意書きがされていた。2022 年も完全予約制で３か月

先まで予約が取れない状態であった。2023 年の１月時点でも完全予約制で、予約が取

れるのが 1 か月以上先の日付であった。 

  予約日時に必要書類をそろえて申請に向かったが、申請所はかなり混雑していた。ま

ず、申請所に着くと入口にセキュリティー係が座っており、事前予約して申請に来た旨

を伝える。名簿のチェックが終わったら、書類は作成してきたか確認される。必要書類

がそろっていることが確認できると、列に並ぶように指示された。申請所内には２か所

の受付窓口があり、それぞれの窓口に 10 名ほど並んでいた。そのほか、待合スペース

に 15 名ほどが待っており、予約したもののかなり待たされる印象を受けた。SSN オ

フィスのように番号札は発行していないため、順番に窓口に並ぶ以外の方法はない。

30 分ほど並んだのち、書類と写真付きの身分証（パスポートなど）を提出する。窓口

では、申請書の記載漏れがないかを確認され、書類と身分証を預けると待合スペースで

待機するように言われ、名前が呼ばれるまで待つこととなる。記載内容と身分証のチェ

ックは別室でスタッフ２名が行っていた。  
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（図３－14）申請書は多言語で作成されている66 

 

  待合スペースで 30 分ほど待っていると、申請書と身分証の確認を終えたスタッフに

名前を呼ばれる。その後、登録窓口に案内され、そこでシステムに登録する作業が始ま

る。登録窓口は３か所あり、また別のスタッフがその場で打ち込み作業をしながら再度

本人確認をする。そのあと、顔写真の撮影と直筆サインの登録を行い、この日は終了と

なった。申請してから２週間ほどで、登録した住所にカードが郵送された。 

 

 

66 IDNYC、Application 
Materials[https://www.nyc.gov/site/idnyc/card/application-
materials.page#idnycapp16]（最終検索日：2023 年５月 15 日） 
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（図３－15）IDNYC の見本67 

 

（３）ニューヨーク市の行政サービスの変化に関する市民としての印象 

  まず、コロナ禍の 2020～2021 年は人手不足への対応と人と人の接触を避けるため

に、完全予約制にすることでスタッフの対応人数を管理していたのではないかと思われ

る。加えて、当時は新型コロナウイルス対応として、来場者の管理も必要であったこと

も要因であると考えられる。 

  しかし、2022 年に SSN オフィスに行った際には、窓口が 20 か所ほどあるにもかか

わらず、実際に開いていたのは５か所だけとなっており、来場者に対して窓口対応の人

手が不足していたように感じた。これは、コロナウイルスの際に解雇や求職となった窓

口職員が他の業種に就職してしまったり、人との接触を避けるために職場に戻らなかっ

たりしたことが要因であると考える。また、コロナ禍の 2020～2021 年に渡航予定だ

った人々が 2022 年に一気に入国してきたことで、例年よりも申請件数が増えたことも

あり、人手不足が深刻化していたのではないかと考える。SSN オフィスの待合スペー

スでは、書類の不備がないか確認するスタッフが１人おり、記入漏れの確認や必要書類

 

67 IDNYC、About[https://www.nyc.gov/site/idnyc/about/about.page]（最終検索

日：2023 年５月 15 日） 
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（パスポートなど）を事前に手元に準備しておくように声掛けを行っており、番号が呼

ばれた際に、なるべく窓口で時間をかけないような工夫を行っていた。 

  2023 年に SSN オフィスへ行った際は、日中でも行列はできておらず、待ち時間が

短くなっていた。窓口の数も増えており、人手不足が徐々に解消されてきた印象を受け

た。 

  IdNYC の申請所も 2023 年６月の時点で、予約なしで申請できるようになったた

め、徐々に人手不足が解消されているのではないかと推測された。しかし、ウェブサイ

トを見ると一部の申請所は完全予約のみで対応しており、2023 年時点でも人数を制限

して対応していた。また、申請所の数がコロナ禍以前より少なくなっており、閉鎖され

た申請所もある。さらに、2025 年２月時点でウェブサイトを確認したところ、（図３

－15）のように再び全ての申請所で完全予約制になっている68。（図３－12）は 2023
年５月時点のウェブサイトの画面だが、比較してみると事前予約を行うように注意書き

がされていることがわかる。 

  このことから、ニューヨーク市の職員数は徐々に戻ってはきているものの、まだコロ

ナ禍以前まで人手が戻ってきていないのではないかと感じる。  

 

68 IDNYC[https://www.nyc.gov/site/idnyc/index.page]（最終検索日：2025 年２月５

日） 
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（図３－16）完全予約制になっていることの注意書きが表示されている69  

 

69 IDNYC[https://www.nyc.gov/site/idnyc/index.page]（最終検索日：2025 年２月５

日） 
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第２節 ワシントン州イサクア市の事例 

次に、ワシントン州イサクア市（Issaquah）を例に取り上げる。当事務所は職員が米

国内の地方自治体を約１週間訪問し、自治体業務の実態等を学ぶ研修を実施しており、

2022 年６月 20 日から 24 日まで当市にて研修を実施した。 

１ イサクア市の概要 

ワシントン州にあるイサクア市は、シアトル市から約 25 km ほどの距離にある、人

口約４万人の都市である。イサクア市は周囲を山々に囲まれおり、初級から上級まで

様々なハイキングコースを楽しむことができ、シアトル市から車で約 30 分と交通のア

クセスも良いため、観光客が多く訪れる街となっている。また、市は鮭の保護や養殖に

も力を入れており、市のシンボルマークにも鮭が描かれている。地元の伝統的なイベン

トである「サーモン・デイズ・フェスティバル」が有名である。 

 

 

（図３－17）イサクア市のロゴ70 

 

イサクア市の経済は、ハイテク産業や商業・サービス業を中心に発展している。特

に、シアトル都市圏の影響を受け、マイクロソフトやアマゾン関連企業の従業員が多く

居住している。また、同市には世界的企業であるコストコの本社が所在し、地域経済の

重要な要素となっている。かつては林業や鉱業が主要産業であったが、近年は多様な産

業へと転換が進んでいる。また、イサクア市は、質の高い教育環境を提供していること

で知られている。イサクア学区（Issaquah School District）に属する公立学校は高

い評価を受けており、多くの家族にとって魅力的な教育環境を形成している。 

 

２ ハイブリット型を取り入れた行政 

（１）部局長会議 

 

70 Issaquah, WA「Official Website」 [https://www.issaquahwa.gov/]（最終検索

日：2023 年５月 15 日） 
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市は部局長会議をハイブリッド型で行っている。筆者が会議に参加した日は、15 名

中 12 名が直接会議に出席していたが、この日は私たちが参加することが事前に伝えら

れていたため、出席者が多かった可能性もある。会議では各部局長が順番に進捗状況を

報告し、適宜、他の参加者が意見や質問を行ったり、確認したりするという形で進めら

れた。各部局が対応している施策の進捗状況を共有しあい、部局長全員が共通認識を持

つための会議であった。 

  会議は市役所内ではなく別の施設で行われたが、ほとんどの部局長が自家用車で訪れ

ており、そのまま帰宅していった。そのような点を見ても、柔軟な働き方ができている

ように感じた。また、イサクア市の部局長の年齢層は全体的に若く、出席者 15 名のう

ち 11 名が女性であった。「以前は高齢の白人男性しかいなかったが、ここ数年で入れ

替わりを図った」とシティアドミニストレーターが話しており、女性が活躍しやすい職

場づくりに取り組んでいることがわかった。そしてこの成果は市の功績の１つとなって

おり、本人たち自身も誇りに感じている様子であった。 

 

 
（図３－18）写真奥のモニターにオンラインの参加者が映し出される71 

  

 

71 2022 年６月 21 日、ワシントンイサクア市にて筆者撮影。 
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（２）議会もハイブリット型に対応 

イサクア市議会は７名の議員で構成されている。日本の市議会との大きな違いをいく

つか挙げると、まず、一般市民が誰でも参加することが可能で、議会で発言できる点が

あげられる。参加者の人数制限などは特にない。次に、議会の開始時刻も夜７時からと

遅い時間に設定されており、仕事終わりに市民が参加できるようなシステムになってい

た。ほかにも、議会の進行役は市長が務めているといった点も日本とは違う。 

  視察に訪れた日もオンラインで参加する議員がいた。オンラインで参加する場合、議

場に備え付けられたモニターに顔が映し出されるようになっている。さらに、この日は

一般市民もオンラインで参加しており、発言を行っていた。ハイブリット型で議会を行

うことによって、議会の日程調整もしやすくなると同時に、自宅から議会に参加できる

ことで一般市民も参加しやすくなり、より多くの市民の意見を集めることができると感

じた。実際、今回オンラインで参加していた市民は学生であった。議会の開始時間が夜

であるため、防犯面を考えると一人で直接参加することは難しいかもしれないが、オン

ラインであれば一人でも参加が可能となる。また、この方法は市役所から遠方で参加で

きない市民や交通の足がない市民も参加できるため、効果的な取組であると感じた。 

 
（図３－19）議場の様子。写真右上のモニターに参加者が映し出される72 

 

72 2022 年６月 21 日、ワシントンイサクア市にて筆者撮影。 



75 
 

 

（３）誰もが働きやすい職場づくり 

  市では職員のリモートワークを行っているとのことであった。直接対応が必要な住民

サービスの部署については難しいが、それ以外は可能な限り行っているとのことだっ

た。今回対応してくれた都市整備局の場合は、基本は週１回出勤すれば良いとのこと

で、筆者が訪問した日も市役所内に職員がほとんどいなかった。また、視察に訪れた先

で各部署の職員が対応してくれたが、対応終了後は市役所に戻るのではなく自宅に戻っ

てリモートワークで働く職員もいた。 

 

３ 人材確保について 

  ここからは、誰もが働きやすい職場づくりを心掛けているイサクア市ではどのように

人材採用を行っているのか紹介する。 

  市ではオープンコンペティション制で採用を行っており、人材確保のために様々な福

利厚生を提供していることが、募集要項からわかる。 

  まず、Capital Project Manager の要項を例に挙げる。募集ページを開くと目立つ

ように市が独自で行っている特記すべき福利厚生制度として、➀転居が必要な場合に、

最大１万ドル（約 140 万円）の転居費用が支払われること、②週４日のリモートワー

クが可能となっており、ワークライフバランスをサポートすることが記載されている。 

  ①転居補助であるが、市は応募条件として、ワシントン州に在住であることを必要と

している。しかし、応募者の裾野を広げるためにこのような補助を出して他の州の候補

者も応募できるようにしている。また➁週４日のリモートワークについては、自治体に

よっては週１日のリモートワークしか認めていない自治体もあり、イサクア市はかなり

リモートワークの制度を取り入れていることがわかる。 

  そのほかにも、市は様々な福利厚生制度を用意しており、医療保険の補助や歯科保険

の全額補助などに加え、特別休暇制度やボーナスの追加支給なども記載されている。米

国では医療保険や歯科保険は自費で支払う必要があり、また金額も高額であるため、こ

のような補助はかなり手厚い対応といえるだろう。 
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（図３－20）イサクア市の募集要項のページ73 

 

  次に、人材不足が深刻な警察官の採用条件を見てみると、既に警察官の人が転職枠で

応募する場合、特別ボーナスが支給されると記載されている。特別ボーナスは１万

6,000 ドル（約 224 万円）で、３回に分けて支払うと記載されている。雇用後の最初

の給与で 5,000 ドル（約 70 万円）、現場研修プログラムがきちんと完了した後に

5,000 ドル（約 70 万円）、試用期間が完了したら 6,000 ドル（約 84 万円）支払われる

とのことである。警察官の年収自体も高めに設定されているが、それに加えて特別ボー

ナスを支給することで経験者の採用を増やそうと取り組んでいる。 

 

 

73 Issaquah, WA、Job Opportunities, Sorted by Job Title ascending 
[https://www.governmentjobs.com/careers/issaquahwa]（最終検索日：2023 年５月

15 日） 
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（図３－21）転職枠の警察官の募集要項にはボーナスの記載が目立つように書かれてい

る74 

 

第３節 カリフォルニア州ムーアパーク市 

 次はカリフォルニア州にあるムーアパーク市（Moorpark）の事例を紹介したい。当事

務所では職員が米国の政府団体が開催している年次会議にいくつか出席し、米国内での先

進事例や自治体がおける課題について調査する事業もおこなっている。筆者が参加した年

次総会で、ムーアパーク市のアシスタントシティマネジャーとの面識ができ、日本と米国

の公務員について様々な意見交換を行ってきた。 

 

１ ムーアパーク市の概要 

カリフォルニア州ベンチュラ郡に位置するムーアパーク市は、ロサンゼルス市から北

西約 80km にある人口約３万 6,000 人の市である。1983 年に市制が施行された比較的

新しい市だが、サザンパシフィック鉄道の駅が建設された 1904 年から、農業を基盤と

した地域として発展してきた歴史を持っている。自然豊かな丘陵地帯に囲まれ、治安が

良いことで知られており、特に家族層に人気がある。 

  ムーアパーク市は農業が盛んで、暖かい気候から柑橘類、アボカド、ストロベリーの

生産が多い。また、ムーアパークはロサンゼルス周辺のベッドタウンとして発展してお

り、住宅地の開発が進む一方で、都市の規模が拡大しても地域の自然環境やコミュニテ

ィの一体感を維持することに成功している。さらに、地域の教育拠点であるムーアパー

クカレッジ（Moorpark College）は、動物学や環境教育の分野で全米でも注目を集め

ており、教育施設内に「アメリカズ・ティーチング・ズー」（America’s Teaching 

 

74 Issaquah, WA、Job Opportunities, Sorted by Job Title ascending 
[https://www.governmentjobs.com/careers/issaquahwa]（最終検索日：2023 年５月

15 日） 
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Zoo）と呼ばれる動物園が併設されている。この動物園は、動物学専攻の学生が運営に

携わり、教育と保全を目的とした珍しい施設となっている。他にも、市には多くの公園

やトレイルがあり、アウトドアを楽しむことができ、市内にはドッグパークもある。ま

た、丘陵地帯の景観を活かしたハイキングコースやピクニックエリアも充実しており、

家族連れやアウトドアが好きな人々が多く訪れる街となっている。 

  交通面で、ムーアパーク市はロサンゼルスやその周辺地域とのアクセスが良好であ

り、鉄道を利用することで、ロサンゼルス市内への通勤も可能となっている。このこと

が、市民と訪問者にとって高い利便性につながっている。 

 

２ 人材確保について 

  ムーアパーク市のウェブサイトに掲載されている採用情報を元に、どのような人材確

保を行っているのか紹介する。ウェブサイトの採用情報75（2025 年１月 15 日時点）

においては、３件の採用情報が掲載されており、そのうち正職員の募集情報１件につい

て以下で取りあげる。 

 

 
（図３－22）募集要項のページ76 

 

75 Moorpark, CA、City of Moorpark Career 
Opportunities[https://www.governmentjobs.com/careers/moorparkca]（最終検索

日：2025 年１月 15 日） 
76 Moorpark, CA、City of Moorpark Career 
Opportunities[https://www.governmentjobs.com/careers/moorparkca]（最終検索日：

2025 年１月 15 日） 
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  今回募集がかけられていたのは「Associate Planner I or II」という職務である。

この職務は都市計画関係の職務で、実際に住宅開発計画を確認したり、事業者と調整を

行ったりする部署である。日本の地方自治体に置き換えると、都市計画課の業務と同じ

ような部署の仕事である。I（一種）と II（二種）のどちらかの職員を募集している。 

  募集要項77を詳しくみてみると、初めに福利厚生について記載されている。以下の内

容が主な福利厚生である。 

①健康保険: 従業員分は全額市が負担（選択するプランによっては扶養家族分も全額

カバー） 

②歯科・視力保険: 市が従業員とその家族を含め全額負担。 

③生命保険及び短期・長期障害保険: 従業員と扶養家族分を市が全額負担。 

④CalPERS 退職金制度への加入。 

⑤確定拠出年金制度: 従業員の総給与の 2%を市が拠出。 

⑥年間休暇の保有。 

⑦11.5 日の有給祝日。 

⑧フレキシブル・スペンディング・プラン（Flexible Spending Plan）。 

⑨従業員支援プログラム（EAP）。 

⑩学費補助制度。 

⑪任意で加入する生命保険への補助。 

⑫9/80 勤務スケジュール（２週間で９日勤務）。 

⑬四半期ごとに業績に対しての表彰制度 

  具体的には、①は市が健康保険料を全額負担すること、家族の健康保険も負担できる

ことなどが書かれている。 

  ここで簡単に、米国の健康保険制度について説明する。米国の場合は日本と違い社会

保険や国民健康保険のような制度が無く、健康保険は民間の保険会社に加入することに

なっている。民間の保険会社の中から、自身の家族構成や保険内容、料金を比較して加

入している。また、歯科保険や眼科保険などは健康保険とは別の保険が存在する。こち

らについても、健康保険同様に民間の保険会社から選択する必要がある。日本のよう

に、１枚の保険証で全ての病院がカバーされるわけではない点が大きく違っている。ま

 

77 Moorpark, CA、Associate Planner I or II, Job 
Details[https://www.governmentjobs.com/careers/moorparkca/jobs/4728818/associat
e-planner-i-or-ii?pagetype=jobOpportunitiesJobs]（最終検索日：2025 年１月 15 日） 
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た、日本の場合は全国にある全ての病院で同じように保険が適用されるが、米国の場合

は保険会社ごとにネットワーク（加盟店）といわれる制度があり、病院側も決められた

保険会社のネットワークに加入する必要がある。健康保険はネットワーク内の病院であ

れば受診料を全額請求できるが、ネットワーク外の病院を利用した場合は受診料が請求

できない、若しくは自己負担額が大きくなるといったシステムになっている。各保険会

社やプランによって、自己負担額は違うが、米国で病院に行く場合、基本的にはネット

ワーク内の病院へ通院する。そして米国と日本における保険の一番の違いは、金額が高

いことで、平均の保険料は、個人保険の場合は約$560/月、家族を含める保険の場合は

約$1,440/月と言われている。米国の平均月収が約$5,000/月（税引き前）程度と言わ

れており、それに対する保険料の割合があまりに高いことがわかる。このことを考慮す

ると、健康保険料の全額負担は労働者にとって高いメリットで、雇用条件としては大き

な強みであることが理解できる。 

  他にも、②③の歯科保険、眼科保険、生命保険や傷害保険も、市が全額負担すると記

載されている。歯科保険や眼科保険は、健康保険よりも優先度が低くなるため、任意で

加入する人が多い項目である。そのため、職場の福利厚生では負担されず、自己負担に

なることも多い。とはいえ、歯科保険も眼科保険も、本人のみが対象のプランでさえ約

$100/月ほどかかり、決して負担が少ない額とはいえない。そのため、あえてこういっ

た保険も福利厚生で全額負担するという点は人材確保において有利になるため、記載し

ている。さらにムーアパーク市の場合は、本人だけでなく家族分も全額負担すると記載

している。生命保険に関しては、基本の生命保険に対して上限$50,000 までの定期生

命保険料を負担すると記載している。さらに追加で生命保険に加入したい従業員は、市

が一部の費用を負担する形で加入することができ、本人負担分は給与より天引きされ

る。 

  次に④の CalPERS retirement（California Public Employees' Retirement 
System）の加入である。この制度は、カリフォルニア州の公務員向けの退職金制度

で、米国最大の公的年金基金の一つである。主にカリフォルニア州、郡、市町村の職員

や教育関係者など、州の公務員に対して提供されている。退職金や年金制度についても

日本とは大きく異なり、このような年金基金に加入したり、民間の年金システム（定期

預金のようなもの）に加入したりする必要がある。 

  ⑤の確定拠出年金制度は年金を運用する仕組みのことである。ムーアパーク市の場合

従業員の基本給の２%の額を自動的に拠出すると記載している。この金額は給与とは別

に市が拠出するため、本人の給与が減額されるわけではない。積立金は、投資され利回

りを得ることが可能である。投資先は、株式、債券、ミューチュアルファンドなど、個

人のリスク許容度に応じて選択することができる。原則として、積立金は退職後に引き

出すことが可能となる。引き出し時に課税されるが、退職後の所得が現役時代より低い

場合、税負担を抑えられる可能性がある。市が本人の代わりに退職後のための資産運用

を行うイメージである。 
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  ⑥年間休暇 Bank はその年に利用しきれなかった年次休暇を保有しておける制度で

ある。主な特徴としては（ア）休暇の貯蓄が可能：従業員が未使用の有給休暇を次年度

に繰り越し、貯めることができる。通常、一定の上限が設定されており、上限を超えた

分は失効する場合があるが、この点は日本の公務員と同じ仕組みと言える。（イ）休暇

の統合管理が可能：有給休暇（Vacation Leave）、病気休暇（Sick Leave）、パーソナ

ル休暇（Personal Leave）をまとめて管理できる。従業員は必要に応じて自由に休暇

を使える柔軟性がある。（ウ）退職時の未使用分の精算：雇用契約にもよるが、未使用

の休暇バンクに残っている時間は、退職時に金銭で補填される場合がある。この点に関

しては、日本の公務員の休暇制度とほぼ同じだが、大きく違う点は（ウ）の退職時の年

休の清算である。ムーアパーク市があるカリフォルニア州では、有給休暇についての規

定が定められており、有給の付与は法律で義務付けていないものの、雇用主が有給休暇

を提供している場合は、（A）その取得条件や計算方法を明確にする、（B）未使用の有

給休暇は「失効不可」とされ、退職時に未使用分を現金で支払う義務が発生する。ま

た、休暇の繰り越しに関しても、繰越制限を設けることは可能であるが、完全に消滅さ

せることは違法となるという規定を設けている。（例えば、最大累積日数を設定するな

ど。） 

  有給休暇の日数に関しては勤続年数に応じて付与すると記載されている。初年度の有

給休暇付与日数は年間 22 日で、最大年間 30 日まで増加すると記載されている。 

  ⑦は年間の祝日が何日あるかという記載である。米国では日本よりも祝日がかなり少

ない。祝日は大きく２種類に分かれており、国民の祝日と地域性のある祝日である。国

民の祝日とは、米国全土で祝日となっている日のことで、新年（１月１日）、独立記念

日（７月４日）、感謝祭（11 月第４木曜日）、クリスマス（12 月 25 日）が代表的であ

る。地域性のある祝日とは日本でいう県民の日のようなもので、州によって祝日がまち

まちである。国民の祝日は休暇になる企業が多いが地域性のある祝日は休暇にならない

企業もある。この点に関しても日本と同じ仕組みである。 

  ⑧に関しては、米国ならではの福利厚生の一つとなる。米国は年俸制の企業が多く、

公務員も多くが年俸制となっている。そのため、年俸の支払い方法を自由に選択するこ

とができる制度である。その次の⑨従業員支援プログラム（EAP）は従業員とその家

族が対象となっており、カウンセリングなどのサービスを受けることができる。⑩は、

職員の能力開発を目的とした福利厚生で、勤務時間外に受講する業務関連のコースに対

し、年度ごとに$1,200、又は生涯最大$6,000 まで補助すると記載されている。⑪に関

しては日本の場合は税金が控除される。⑫は２週間で９日出勤すればいいというこの福

利厚生は、候補者にとってはかなり魅力のある福利厚生となっている。⑬は職員のモチ

ベーションを向上させるための福利厚生と言える。このように、自治体においても様々

な福利厚生を提示し、より魅力的な募集要項を作成していることがわかる。 
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  さらに、リモートワークについても記述されており、一部の職務において、サービス

の質を損なわない場合に、６カ月の現場勤務後にリモートワークの設定が可能となって

いる。さらにフレックスタイム制についても、一部の職務で、業務の質を損なわない場

合に設定可能と記載されている。また、通勤手当も実費額の 50%（月額最大$100 ま

で）の補助が含まれている。 

 

 

（図３－23）福利厚生のページ78 

 

 

78   Moorpark, CA、Associate Planner I or II, Job 
Details[https://www.governmentjobs.com/careers/moorparkca/jobs/4728818/assoc
iate-planner-i-or-ii?pagetype=jobOpportunitiesJobs]（最終検索日：2025 年１月 15
日） 
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（図３－24）福利厚生の詳細79 

 

  募集要項には、福利厚生の次に候補者のモチベーションや人柄を重視するような記

載をしている。現在の職員のコメントを載せたり、どのような人柄の人材と一緒に働き

たいかを提示している。その後で、募集している役職について掲載されており、具体的

な知識や資格、業務内容が記載されている。まず、アソシエイトプランナー I はプラ

 

79   Moorpark, CA、Associate Planner I or II, Job 
Details[https://www.governmentjobs.com/careers/moorparkca/jobs/4728818/assoc
iate-planner-i-or-ii?pagetype=jobOpportunitiesJobs]（最終検索日：2025 年１月 15
日） 
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ンナー職における中堅の役職であると記載されている。主な業務としては、①環境関係

の書類の作成、②開発計画の審査、③条例遵守の調査、④レポート作成の業務をサポー

トなく行えることと記載されている。アソシエイトプランナーII は I よりも難しい案

件や特殊なケースを処理したり、政策の立案業務が求められている。また、大きな違い

としては部下を指導する業務が追加されていることである。 

 

 
（図３－25）各役職の業務内容についての詳細80 

 

  必要な資格や経験についてはかなり細かく記載されており、募集しているポジション

に対してどのような人材が必要か明確に記載されている。さらに、募集要項には、地方

自治体などの公共団体で働いた経験がある事が必要な条件であるとはっきり記載されて

いる。 

 

 

80   Moorpark, CA、Associate Planner I or II, Job 
Details[https://www.governmentjobs.com/careers/moorparkca/jobs/4728818/assoc
iate-planner-i-or-ii?pagetype=jobOpportunitiesJobs]（最終検索日：2025 年１月 15
日） 



85 
 

 
（図３－26）必要な知識についての詳細81 

 

 

81   Moorpark, CA、Associate Planner I or II, Job 
Details[https://www.governmentjobs.com/careers/moorparkca/jobs/4728818/assoc
iate-planner-i-or-ii?pagetype=jobOpportunitiesJobs]（最終検索日：2025 年１月 15
日） 
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（図３－27）必要な資格についての詳細82 

 

 

82   Moorpark, CA、Associate Planner I or II, Job 
Details[https://www.governmentjobs.com/careers/moorparkca/jobs/4728818/assoc
iate-planner-i-or-ii?pagetype=jobOpportunitiesJobs]（最終検索日：2025 年１月 15
日） 
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（図３－28）必要な経験についての詳細83 

  

  ムーアパーク市の募集要項を見ると、福利厚生がかなり手厚く見えるが、福利厚生に

関しては、州ごとの制度の違いも影響される。ムーアパー市が所在するカリフォルニア

州では、カリフォルニア州健康職場・健康家族法（Healthy Workplaces, Healthy 
Families Act of 2014）という法律を制定しており、州内の従業員には最低限の有給

病気休暇が義務付けている。まずは病気休暇（Paid Sick Leave）についてだが、雇用

主は、従業員が 30 時間働くごとに１時間の有給病気休暇を付与する義務がある。従業

員は年間で最低 24 時間（又は３日間）の有給病気休暇を取得できる権利を持ってい

る。休暇の使用条件も定められており、雇用開始から 90 日後から利用可能で、病気の

本人又は家族の看護、医療目的で利用する必要がある。また、未使用分は翌年に繰り越

し可能だが、年間使用上限は 24 時間又は３日間となっている。例えば、日本の場合

は、通常有給休暇を利用して病院に通院したり、家族の看病をしたりすることが多い

 

83   Moorpark, CA、Associate Planner I or II, Job 
Details[https://www.governmentjobs.com/careers/moorparkca/jobs/4728818/assoc
iate-planner-i-or-ii?pagetype=jobOpportunitiesJobs]（最終検索日：2025 年１月 15
日） 
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が、そういった際にこの休暇を利用することができる。次に育児休暇（Parental 
Leave）に関しては、家族医療休暇法（FMLA）とカリフォルニア州家族権法

（CFRA）という法律を制定しており、12 週間の無給休暇（育児、家族の介護など）

が認められている。また、無給の場合でも州法の有給家族休暇（Paid Family Leave, 
PFL）を利用すると最長８週間の給与補填を受けることができる。育児休暇は日本と

かなり近い制度だが、州によってはこのような制度がない州もある。 

  他にも、カリフォルニア州は有給休暇とは別に、労働時間中の休憩にも厳しい規定を

設けている。休憩時間は４時間ごとに 10 分、食事休憩に関しては５時間以上の労働に

は 30 分の無給休憩を提供することとなっている。この規定のどちらも日本では法律で

定められており全ての雇用主に対して義務が発生する。しかし、米国の場合は先ほどの

育児休暇同様に州ごとの制度や法律が違うため、たとえ同じ会社だったとしても、州が

変わると得られる権利が変わってきてしまう。 

  このような州ごとの制度の違いも、州の権限が非常に強い米国ならではの特徴と言え

る。そしてこのような州法も、労働者が働く地域を選択する際の一つのポイントになっ

ている。 

  なお、今回紹介した制度の多くは、日本では労働法などで定められている内容が多い

ため日本から見れば普通の制度のように見える部分もあるが、米国では必ずしも一般的

ではなく、その中でカリフォルニア州は、病気休暇や未使用有給休暇の保護に手厚い法

律があり、従業員の権利を強く守っている州と言われている。 

 

第４節 地方自治体間での人材確保のための取組の例（Social Work Licensure 
Compact） 

 ここからは地方自治体間での人材確保を進めるための取組の例として「Social Work 
Licensure Compact」について取り上げる。 

 米国では、一般行政職の地方公務員のほかにも専門職の人材が特に不足している。特に

医療関係者、警察官や刑務官などの保安職、また、エンジニアも人材が不足している。そ

のほか、ソーシャルワーカーも人材確保が難しくなっている。 
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（図３－29）雇用が難しい業種についての調査84 

 

 2022 年 CSG 年次総会の講演「Make the Call:  Advancing Telehealth through 
Health Care Professions Licensure Compacts」では、ソーシャルワーカーの資格を

州の間で引き継ぐことができる制度85についての事例が紹介された。 

 

84 MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2022」（2022 年６月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2022/06/2022workforce.
pdf]（最終検索日：2025 年１月 31 日） 
85 Social Work Licensure Compact [https://swcompact.org/]（最終検索日：2023 年

５月 15 日） 
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 この制度については、まず各州の間で特定の政策問題について協力するという締結86が

された州の間で、資格が共有できる。近年、多くの州がこの制度を利用して資格者を確保

できるよう取り組んでおり、45 の州とワシントン D.C.特別区、グアム、 アメリカ領ヴ

ァージン諸島が利用している。該当する職業は９つある。2025 年２月時点では、51 カ所

の州若しくは準州が制度を利用しており、業種も 17 業種に拡大している87。 

 

 
（図３－30）講演時（2022 年 12 月）の際には、９つの職業の資格が州間で適応可能と

なっていた88 

 

 通常、ソーシャルワーカーの資格は州内でしか適用されず、他の州に行くと資格がない

とみなされてしまう。しかし、資格者がこの制度を利用して共有ライセンスを取得するこ

とで、該当の州であれば資格を引き継ぐことができ、他の州に転居した場合でもソーシャ

ルワーカーとして働くことができる。他にも特に以下の課題に対応できるとされている。

①テレヘルスの普及: 遠隔サービスの提供を容易にする、②異動が多い職業人への応答: 
軍人家族など住所が変わりやすい人々のケア続行性を確保する、③人材不足の解消: 一部

 

86 Interstate Compact [https://compacts.csg.org/compacts/]（最終検索日：2023 年

２月５日） 
87Interstate Compact [https://compacts.csg.org/compacts/]（最終検索日：2023 年２

月５日）  
88 CSG 年次総会「Make the Call:  Advancing Telehealth through Health Care 
Professions Licensure Compacts」より引用 
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の郡で人材が不足している問題を設備した効率的な活用を通じて改善する。の３点があげ

られる。①に関しては、様々な理由により受診が難しい人々に対して遠隔サービスを提供

することによって、平等なサービスが受けられるようにするというものである。こうする

ことで、人材不足を少しでも緩和することが可能となるほか、オンラインでも働くことが

できる。 

 

 

（図３－31）SOCIAL WORK LICENSURE COMPACT を活用した働き方の例89 

 

第５節 イサクア市・ムーアパーク市職員へのフォローアップアンケート 

 ここからは、2025 年１月にイサクア市・ムーアパーク市の職員に対して実施したアン

ケート・ヒアリング結果を紹介しながら現在の米国の地方自治体の現状について紹介す

る。質問内容は、「人材確保」と「テレワーク」の２点に絞った。 

  

 

89 Social Work Licensure Compact [https://compacts.csg.org/wp-
content/uploads/2022/07/SocialWork_Compact_2page_FINAL-1.pdf]（最終検索

日：2023 年６月２日） 
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１ イサクア市の場合 

  今回の回答者は市長である。職員を採用する立場として貴重な意見を聞くことができ

た。 

【質問１】公共団体から公共団体への転職者について 

Q１．あなたの自治体は、公共団体での経験を持つ候補者を優先するための特別な措置

を実施していますか? 

A．私たちの市は、公共団体での職務経験がある事を「望ましい資格」として、常に募

集要項に記載しています。公共団体での職務経験がある候補者は採用された後、私たち

と一緒に市の職員として働き始める際、自治体職員として簡単に組織に入ることができ

ると考えています。政府の資金調達からベストプラクティスまで様々な業務があります

が、自治体で働くためのほとんど全ての業務が民間や非営利団体とは違っています。そ

のため、同じように公共団体の職員としての経験がある人材は、自治体という環境で働

くための訓練を既に受けた候補者とみなすことができます。そういった人材は採用され

やすく、また迅速に自治体の中に入ることができると考えています。 

 

Q２. 公共団体での職務経験を持つ候補者を採用する場合、どのような資格や特性を最

も重視されますか？ 

A．私たちの市では、プロジェクトや施策の目標を達成するための経験を求めていま

す。私たちは、データに基づいた価値を重視している自治体であることを誇りに思って

います。職員には、施策への影響を確認し、設定された目標が達成されたかどうかを評

価する必要性があると求めています。  

 

Q３.公共団体での職務経験を持つ人材を採用することは、あなたの市にとってどのよ

うな利点をもたらすとお考えですか？ 

A．公共団体での公務はクライアントを重視するのではなく、コミュニティを重視する

という点で民間の業務とは異なります。私たち自治体が提供する重要な公共サービス

は、私たちの地域に住む住民や企業が他の提供者を選択することができません。私たち

は唯一の公共サービス提供者なのです。 

そのため、私たちは、多様な地域社会の意見や見解を尊重しながら公共サービスを提

供するということに対して、日々責任をもって取り組む必要があります。さらに、私た

ち職員は、建物内で施策の検討を行うだけではなく、地域社会に出ていき、その中で一

緒に施策を検討してもらう必要があります。地域社会の中で作り出した変化や改善は、

私たちの住民や地域企業に当事者意識とエンパワーメントをもたらすのです。  
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【質問２】テレワークについて 

Q１.現在、あなたの自治体ではテレワークが続いていますか？また、コロナ禍以降テ

レワークに取り組む職員数はどのように変化しましたか？ 

A．私たちの市では、テレワークに適した職務に対して、最大週３日まで認めていま

す。私たちの市では、全体の約５分の１の職務だけがテレワークに適しています。ま

た、そのうちの大多数の職員が週１～２日でテレワークでの勤務を行っています。コロ

ナ禍以降、従業員のモチベーションは劇的に向上しましたが、その多くが柔軟な勤務ス

ケジュールが要因となっています。 

 

Q２.テレワークの利点と課題は何だと思いますか？可能であれば、自治体やあなたの

体験談をもとに教えていただけますか？ 

A.私自身の意見としては主に利点が多いと感じています。仕事の成果や質、業務期限

の遵守率という点に関しては、パンデミック以前と同様の成功率を維持しています。私

たちは、テレワークを利用したいと希望する職員に対して、毎年労働契約を結んでお

り、この契約書を必須としています。私たちの市の労働方針は変化しており、現在は週

５日のうち最大３日のテレワークを認めていますが、将来的には、必要に応じたオフィ

ススペースが確保され次第、週２日のテレワークを認める方針に移行する予定です。ま

た部署ごとに、職員全員が出勤する固定のオフィスデーを設定し、部署会議に対面で出

席することを義務付けています。これらの部署会議は、火曜日から木曜日まで週全体に

分散されており、会議施設の利用が被らないように考慮されています。このような部署

会議の設定に対して、各部署からの反発はありませんでした。 

 

２ ムーアパーク市の場合 

  次はムーアパーク市の事例を紹介する。回答者はアシスタントシティマネジャーであ

る。人事についてはシティマネジャーが一任されていることが多いため、より具体的な

内容を聞くことができた。 

【質問１】公共団体から公共団体への転職者について 

Q１．あなたの自治体は、公共団体での経験を持つ候補者を優先するための特別な措置

を実施していますか? 

A．私たちの市は、市で働く職員を募集する際にどの職務においても、公共団体での実

務経験要件を必須としています。選考や面接を進めていく過程において、特に地方自治
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体での職務経験を持つ候補者の方が、他の公共団体での経験を持つ候補者よりも優先さ

れる場合があります。 

 

Q２. 公共団体での職務経験を持つ候補者を採用する場合、どのような資格や特性を最

も重視されますか？ 

A．最も重視している資格と特性については、求めている役職に必要な特定の知識とス

キル、また、公共団体での勤務期間、そして公共団体で働くという職場環境との適合性

を見ています。特に地方自治体（市や郡）での具体的な経験を持っている場合は、その

点が高く評価されます。 

 

Q３.公共団体での職務経験を持つ人材を採用することは、あなたの市にとってどのよ

うな利点をもたらすとお考えですか？ 

A．公共団体での職務経験を持つ人材、特に地方自治体で働いた経験のある人材は、郡

や市が提供するサービスや影響を受ける政策や法律を理解しているため、非常に大きな

利点があると考えています。この知識は、オンボーディング（職務への適応）やトレー

ニングの過程を迅速化することができ、また、公共団体の知識を持つ上司が部下を効果

的に指導する機会を提供します。 

 

【質問２】テレワークについて 

Q１.現在、あなたの自治体ではテレワークが続いていますか？また、コロナ禍以降テ

レワークに取り組む職員数はどのように変化しましたか？ 

A．私たちの市では、リモートワークが許可されていますが、現在では２～３人の職員

が週に１～２日リモートワークを行っている程度となっています。パンデミックが終息

して以降、職場での勤務が必要となっているため、リモートワークを行う職員の数は減

少しています。 

 

Q２.テレワークの利点と課題は何だと思いますか？可能であれば、自治体やあなたの

体験談をもとに教えていただけますか？ 

A. リモートワークは、柔軟性の向上、仕事と生活のバランスの改善、オフィスで仕事

をすることによって作業が中断することが減るため、生産性の向上が利点として挙げら

れると思います。また、職員の通勤費用の削減やオフィス経費の削減が可能となるた

め、職員と雇用主の双方にメリットがあります。さらにグローバルな人材をプールする
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ことも可能になります。通勤が不要になることでストレスが軽減され、自由な時間が増

えるという効果もあります。 

  しかしその一方で、リモートワークは、自宅での孤立感、コミュニケーションの課

題、また、自宅で働くことによって、作業が中断される場合もあります。仕事とプライ

ベートの境界線を保つことに苦労している人もいます。また、信頼できるテクノロジー

の使用が不可欠となりますが、それが常に利用可能であるとは限りません。 

  私自身は、気が散らない環境で作業ができ、チームと直接対面で仕事ができるオフィ

スで働くことを好んでいます。チームメンバーとの強固な関係を築き、維持するには対

面でのやり取りが必要だと感じているからです。また、私は市役所からわずか５分の場

所に住んでいるため、通勤の負担が少ないことも幸いです。 

 

３ 自身の転職の体験について 

  最後に、実際に転職した体験談を聞くことができたため紹介する。 

  まずは転職についてのきっかけについて伺った。転職する場合、いくつかの要因が考

えられる。例えば同じ役職で違う自治体への移動や昇進のための転職、若しくは民間か

ら公共団体への転職など様々な理由が考えられる。 

（１）イサクア市長 

Q１．転職は同じ役職の移動(例えば、アシスタントからアシスタントへ)でしたか？も

しそうなら、この転職を決めた動機は何だったのでしょうか。それとも、キャリアアッ

プのための転職だったのでしょうか？ 

A.私は現在市長を務めています。私の 40 年以上のキャリアを思い返してみると、公共

団体から民間企業、そして公共団体へ転職しています。私は公共団体、民間企業の両方

でリーダーシップを発揮し私自身の役割を果たしましたが、現在の市長という地位は、

間違いなくキャリアアップのためでした。 

 

Q２.あなたの転職は、同じレベルの政府(連邦、州、郡など)間の移動ですか？それとも

別のレベルへの移動でしたか? 

A.公共団体への転職は常に市町村レベルで、違う役職へ移動しています。 

 

Q３.現在のポジションに応募するきっかけを教えてください。（例としては、魅力的な

福利厚生、より高い給与、キャリアアップ、希望する職場との整合性、自宅への近さ、

パートナーのキャリアによる転勤、又はその地域に興味があったなど） 
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A.私は地方自治体のリーダーシップを前進させたいという願望との整合性で現在の市

長になりました。 

 

（２）ムーアパーク市アシスタントシティマネジャー 

Q１．転職は同じ役職の移動(例えば、アシスタントからアシスタントへ)でしたか？も

しそうなら、この転職を決めた動機は何だったのでしょうか。それとも、キャリアアッ

プのための転職だったのでしょうか？ 

A. 私の最近の転職はキャリアアップを目指したものでした。私は行政サービスマネー

ジャー兼経済開発マネージャーから助役（アシスタント・シティマネージャー）に昇進

しました。この転職のきっかけは、主に職業的な成長とスキルの向上を目的としたもの

でした。 

 

Q２.あなたの転職は、同じレベルの政府(連邦、州、郡など)間の移動ですか？それとも

別のレベルへの移動でしたか? 

A. この転職は同様のレベルの政府間、つまり市から市への移動でした。 

 

Q３.現在のポジションに応募するきっかけを教えてください。（例としては、魅力的な

福利厚生、より高い給与、キャリアアップ、希望する職場との整合性、自宅への近さ、

パートナーのキャリアによる転勤、又はその地域に興味があったなど） 

A. 私が現在のポジションに応募した理由は、職業的成長とスキル向上、給与の増加、

そして将来シティマネージャーになるための準備を目的としていました。 

  



97 
 

おわりに 

 このように米国では、公務員の働き方も少しずつ柔軟になってきており、働きやすい環

境を整えることで人材を確保しようと対策を行っている。米国の場合、定年退職制度がな

いため日本のように定数の人材が必ず退職するわけではないため、一見課題が少ないよう

にも感じられるかもしれないが、定年退職制度がないことで退職者の人数が予測できない

という課題もある。特に、新型コロナウイルスのような出来事があった際、早期退職をす

る職員が増える可能性も高く、急激な労働力不足に陥るケースもある。また、仕事に対す

る考え方も違うため、常に職員が転職してしまう可能性がある。そのため、優秀な人材を

確保していくために、福利厚生や働き方、職員のメンタルケアなどを常にアップデートす

る必要があり、現に多くの自治体が常に職員の働き方に気を配り、労働力を維持するため

に様々な取組を行っている。このように柔軟な働き方を提供する考え方は、日本における

働き方改革等にも通じるものがあると考えられる。 

 また、自治体から実際に聞き取った内容にも見られるように、自治体において公共団体

での職務経験は採用する際に大きなメリットである。特に地方自治体での職務経験は貴重

だといずれの自治体においても回答しており、かなり待遇面で優遇されている。どちらの

自治体も公共団体での職務経験は民間での職務経験とは違うと回答しており、ある種の専

門的なトレーニングを受けた人材であるとの見方が強く、一種の資格だととらえている点

に着目したい。さらにどのような人材を求めているのかについて詳細に記載している米国

の募集要項は、雇用者と採用者との間の業務に対する認識のずれを減らすことができる。

このように、地方自治体を含む公共団体での経験者を採用していく戦略、そしてそのため

の業務の具体化や資格の共有などの各種取組は、日本の地方自治体での人材確保の面でも

活用できるのではないかと考える。 

 また、米国での転職について当事者の実体験を聞くことができたことは貴重な体験であ

った。今回は市長やアシスタントシティマネジャーという普段はあまり関わることができ

ない方々のキャリアについて詳しく話を聞くことができた。彼らは常に自分自身の仕事の

キャリアを考えながら働いており、目標を持ちながら業務を行っていることが印象的であ

った。さらに、別の米国の公務員とも意見交換を行う機会があったが、日本の地方公務員

の働き方についてとても興味を持っていた。米国の場合は、基本的には自身の専門的な分

野でしか活躍できず、同じ自治体の場合でも専門分野以外の課や業種で働くことが難し

い。しかし日本の場合は、入庁後にいろいろな分野を経験できるため、自身の専門性を働

きながらじっくり探すことができるとも話しており、日本のゼネラリスト的な人事にも一

定の評価を与えていた点が印象的であった。 
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 以上のように、米国と日本では人材不足の背景、そしてそもそもの採用方法などの違い

があるものの、公務員の人材不足が課題となっていることは共通しており、対策に取り組

んでいる。本レポートで紹介した米国での取組が今後の公務員の人材確保における政策の

一助になれば幸いである。 

 

 

           【執筆者】 一般財団法人自治体国際化協会ニューヨーク事務所  
                 所長補佐 高橋 真理（茨城県境町派遣） 
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[https://www.nyc.gov/assets/dcas/downloads/pdf/noes/20255313000.pdf]（最終検

索日：2025 年２月５日） 

・DCAS「How Can You Find Upcoming Exams?」
[https://www.nyc.gov/site/dcas/employment/how-can-you-find-upcoming-
exams.page]（最終検索日：2023 年５月 15 日） 

・DCAS「Promotional Exams for Permanent and 55-a City Employees - 
Department of Citywide Administrative Services」
[https://www.nyc.gov/site/dcas/employment/exam-schedules-promotion-
exams.page]（最終検索日：2023 年５月 15 日） 

・IDNYC[https://a069-
idnyconlineportal.nyc.gov/IOPWeb/IOPWeb/#/EN/Dashboard]（最終検索日：2023
年５月 15 日） 

・IDNYC[https://www.nyc.gov/site/idnyc/index.page]（最終検索日：2023 年５月 15
日） 

・IDNYC「Application Materials」
[https://www.nyc.gov/site/idnyc/card/application-materials.page#idnycapp16]
（最終検索日：2023 年５月 15 日） 

・IDNYC「About」[https://www.nyc.gov/site/idnyc/about/about.page]（最終検索

日：2023 年５月 15 日） 

・IDNYC[https://www.nyc.gov/site/idnyc/index.page]（最終検索日：2025 年２月５

日） 
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・Issaquah, WA「Official Website」[https://www.issaquahwa.gov/]（最終検索日：

2023 年５月 15 日） 

・Issaquah, WA「Job Opportunities, Sorted by Job Title ascending」 
[https://www.governmentjobs.com/careers/issaquahwa]（最終検索日：2023 年５月

15 日） 

・Moorpark, CA「City of Moorpark Career Opportunities」
[https://www.governmentjobs.com/careers/moorparkca]（最終検索日：2025 年１月

15 日） 

・Moorpark, CA「Associate Planner I or II, Job Details」
[https://www.governmentjobs.com/careers/moorparkca/jobs/4728818/associate-
planner-i-or-ii?pagetype=jobOpportunitiesJobs]（最終検索日：2025 年１月 15 日） 

・MissionSquare Research Institute「State and Local Government Workforce 
Survey 2022」（2022 年６月発行）

[https://research.missionsq.org/content/media/document/2022/06/2022workforce.
pdf] （最終検索日：2025 年１月 31 日） 

・Social Work Licensure Compact [https://swcompact.org/]（最終検索日：2023 年

５月 15 日） 

・Interstate Compact [https://compacts.csg.org/compacts/]（最終検索日：2023 年

２月５日） 

・Social Work Licensure Compact [https://compacts.csg.org/wp-
content/uploads/2022/07/SocialWork_Compact_2page_FINAL-1.pdf]（最終検索

日：2023 年６月２日） 


